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記 号 表 
 
記号  説明      単位 
 
第２章 
Fmax  接触許容力     N 
Emax  接触許容エネルギー    J 
k  有効弾性係数     N/m 
mH  有効質量     kg 
v  アームの接触点と人体の接触部位との相対速度 m/s 
ｍோ  アームの接触点の質量    kg 
ܧோ  接触伝達エネルギー    J 
ߤ  換算質量     kg 
ܧோ୫ୟ୶  最大接触伝達エネルギー    J 
ݎா  接触許容エネルギー比     
n  関節数 
࢞ ∈R3x1 アーム手先位置    m 
ࣂ ∈Rnx1 アーム関節角度    deg 
ࡶ ∈R3xn  ヤコビ行列     m 
ܵ  アーム全体の持つ運動エネルギー  J 
ࡴ ∈R3x3 アーム全体を剛体とみなした場合の慣性テンソル kgm2 
mi  根元から i 番目のリンクの質量   kg 
ࡵ࢏ ∈R3x3 根元から i 番目のリンクの慣性テンソル  kgm2 
ai，∈R3x1 根元から i 番目の関節軸の方向を示す単位ベクトル  
ｒ࢐࢏  ∈R3x1 関節軸 j からリンク i の重心までのベクトル  m 
bj  ∈R3x1 ｒܑ
ܒ
と ajのベクトル積    m 
ࡳ ∈R3x3 一般化慣性テンソル    kgm2 
࢔  ∈R3x1 力の作用方向の単位ベクトル 
mv   力の作用点の作用方向への仮想質量  kg 
x 
 
li  根元から i 番目のリンク長   m 
lgi  根元から i 番目のリンクの重心位置  m 
 
第３章，第７章 
ci  根元から i 番目リンク長さ（ＤＨ法パラメータ） m 
αi  根元から i 番目リンクねじれ角（ＤＨ法パラメータ） deg 
di  根元から i 番目関節オフセット 
θi  根元から i 番目関節角 
ࡾ࢐࢏ ∈R3x3 第 i 軸の方向から第 j 軸の方向への回転行列 
ࢇ࢏ ∈R3x1 第 i 軸の方向ベクトル 
ࡵ࢏ ∈R3x3 根元から i 番目リンクの慣性テンソル  kgm2 
ࢀ࢏࢏ି૚ ∈R4x4 第 i-1 軸座標から第 i 軸座標への座標変換行列 
݈௚௜ ∈R3x1 各軸の座標系で表した重心座標   m 
݈௚௜′ ∈R4x1 ࢒ࢍ࢏の同次座標表現    m 
ｒܒܑ  ∈R3x1 関節軸 j からリンク i の重心までの位置ベクトル m 
ｒ′ܒܑ  ∈R4x1 ｒܒܑ  の同次座標表現    m 
࢞ ∈R3x1 ベース座標で表した手先位置   m 
࢞′ ∈R4x1 ベース座標で表した手先位置の同次座標表現 m 
݈௧௜௣	∈R3x1 第４軸の座標系で表した手先座標   m 
ࡶ ∈R3x4  ヤコビ行列     m 
ࡶା ∈R3x3 ࡶの疑似逆行列     m 
ࡶࢍ ∈R3x3 重力補償アームのヤコビ行列   m 
S   アームの運動エネルギー    J 
G ∈R3x3 第４軸の座標系で表したアームの慣性テンソル kgm2 
 
第４章 
・4.2 節 
θa  プーリ a でワイヤを巻き取った回転角  rad 
θb  プーリ b でワイヤを巻き取った回転角  rad 
fa  ワイヤ a の張力     N 
fb  ワイヤ b の張力     N 
R  アームのプーリ半径    mm 
r  モータのワイヤ巻取半径    mm 
E  ワイヤの縦弾性係数    N/ mm2 
xi 
 
A  ワイヤの断面積     mm2 
εa  ワイヤ a の歪      
εb，  ワイヤ b の歪      
u  ワイヤ変位     mm 
L  ワイヤ長さ     mm 
Tp  プーリの摩擦モーメント    Nmm 
Ip  プーリの慣性モーメント    kgmm2 
D  系の粘性係数     kgmm2s 
θm  モータ回転角度     rad 
 
4.3 節 
θm ∈R6x1 モータ回転角度     rad 
θj ∈R6x1 関節回転角     rad 
J
MT  ∈R6x6 干渉行列      
jˆ  ∈R6x1 推定関節回転角     rad 
mˆ  ∈R6x1 推定モータ回転角    rad 
KM ∈R6x6 トルクゲイン     Nm/rad 
 
第５章 
m1  Link1 とアタッチメントの質量の和  kg 
m2  Link2 とカウンタウエイト１の質量の和  kg 
m3  Link3 とカウンタウエイト２の質量の和  kg 
l2  Joint2 から Joint4 までの距離   m 
l1  Joint4 から Link1 の重心までの距離  m 
lm2  Joint2 の軸方向から見た時の 
Joint2 から m2の重心までの距離   m 
lm2’  Joint1 の軸方向から見た時の 
Link2 から m2の重心までの距離   m 
lm3  Joint3 の軸方向から見た時の 
Joint3 から m3の重心までの距離   m 
lm3’  Joint1 の軸方向から見た時の 
Link3 から m3の重心までの距離   m 

2l   Link5 の長さ     m 
xii 
 
2T   Joint2 のアクチュエータの発生トルク  Nm 
3T   Joint3 のアクチュエータの発生トルク  Nm 
1T   Joint1 のアクチュエータの発生トルク  Nm 
F2  カウンタウエイト１にかける鉛直下向きの補償力 N 
F3  カウンタウエイト 2 にかける鉛直下向きの補償力 N 
2r   ワイヤ 1 の張力が作用する点の位置ベクトル m 
3r   ワイヤ２の張力が作用する点の位置ベクトル m 
2C   ワイヤ１の張力ベクトル    N 
3C   ワイヤ２の張力ベクトル    N 
1u   Joint1 の軸方向の単位ベクトル 
2u   Joint2 の軸方向の単位ベクトル 
3u   Joint3 の軸方向の単位ベクトル 
1   Joint1 回りのワイヤによる補償トルク  Nm 
2   Joint2 回りのワイヤによる補償トルク  Nm 
3   Joint3 回りのワイヤによる補償トルク  Nm 
T1  Joint1 回りの関節トルク    Nm 
T2  Joint2 回りの関節トルク    Nm 
T3  Joint3 回りの関節トルク    Nm 
Ta  関節トルク総和     Nm 
To)  重力補償がない場合のトルク総和   Nm 
 
第６章 
6.3 節 
R，  皿の底面の半径     mm 
r  皿の縁の径     mm 
θ  皿の縁の傾き     rad 
w  平行２指グリッパで持つ部分の長さ  mm 
Pi  接触点 
xi ∈R2x1  Piの位置座標     mm 
Ni  Piの垂直抗力     N 
μi  Piの摩擦係数      
uiα，uiβ ∈R2x1 Piでの垂直抗力と摩擦力の合力が入る錐の 
稜線方向単位ベクトル 
fi  Piににかかる力の大きさ    N 
Fix,Fiy  Piに加わる力が座標原点に及ぼす並進力  N 
Mi  Piに加わる力が座標原点に及ぼすモーメント Nm 
xiii 
 
s  板の先端位置     mm 
 
6.4 節 
θm  ∈R5x1 各モータ回転角度    rad 
θj  ∈R5x1 各関節角度     rad 
jT
m
 ∈R5x5 干渉行列 
τm  ∈R5x1 把持対象物の重量に起因するモータトルク  Nm 
τj  ∈R5x1 把持対象物の重量に起因する関節トルク  Nm 
η  ベルト－プーリ１組あたりの効率 
τa_all  katana アーム単独で食器を把持する場合の総トルク Nm 
τb_all  干渉駆動機構を追加した場合の総トルク  Nm 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 
 
 
 
 
 
第１章 序論 
 
 
1.1 研究背景 
1.1.1 人と共存するロボットアームの安全性 
産業界では大量生産を目的に工場生産ラインの自動化が進められ，ベルトコンベア 1 台
につき 1 品種の作業を大勢で行う「ライン生産方式」が数多く導入されてきた．しかし近
年，製品のライフサイクルの短期化などでユーザのニーズが多様化し，一人および少人数
で多品種変量生産を行う「セル生産方式」も増えてきている．これに対応して，従来ライ
ン生産方式で用いられてきた産業用ロボットのセル生産方式への活用が進められている．
産業用ロボットを用いたセル生産方式は以下の２種類がある． 
・完全自動化したロボットセル生産方式 
・部分自動化した人とロボットの協働型の生産方式 
このうち，協働型の生産方式においては人間とロボットの共同作業による効率化が求めら
れている．セル生産の作業内容はピック＆プレース作業が作業全体の５０％を占めている
[1-1]．これらのピック＆プレース作業はものを掴んで所定の位置に置く単純な作業と，部
品を掴み保持する，曲げる，持ち替えるなどの複雑な作業に大別される．このような作業
の難易度に応じて人とロボットが作業を分担することで，ラインの早期立ち上げ，生産効
率の向上を図ることができる．このような人間とロボットが協働する局面においては安全
管理技術が重要となる[1-2]． 
 一方，医療，サービス産業，日常生活などの場面でも少子高齢化による人手不足を補う
ためのサービスロボットの導入が期待されており，人間と作業空間を共有できるロボット
の開発が課題となっている．このように，人間と作業空間を共有できる，人間共存ロボッ
トの考え方自体は古くからあり（[1-3]～[1-5]），様々な技術開発が行われてきた．最近にな
って各ロボットメーカーから協働ロボットとして製品が出て来始めているが，サービス業，
日常生活の場面でのサービスロボットにおいて自律的に作業を行えるロボットはあまり出
てきていない．これは，ロボットが人間と物理的，情報的インタラクションを行う上で必
要となる安全性や機能を実現するための課題が多いためと考えられる． 
 例えば安全性において，従来の産業用ロボットの安全対策としては，作業空間の分離，
フェールセーフ設計，緊急停止ボタンなどが挙げられる[1-6]．しかし，人間―ロボット共
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存系では状況が異なり，ロボットと人間を空間的に分離できない．そのため人間とロボッ
トが衝突することを前提とした安全性を考えることが重要となってくる．これに対応して
ロボットの安全規格も変わりつつある． 
以上を考慮した，ロボットの安全性を確保する機能としては，Fig.1.1 に示すようなもの
が挙げられる(文献[1-5]及び ISO/TS 15066 から抜粋)．例えば，質量軽減化に関しては，
DC,AC サーボモータのみならず，トルク質量比の高い空気圧等のアクチュエータを用いた
アームの開発，ワイヤプーリそのほかの遠隔駆動方式の適用，さらに剛性の低い関節機構
の開発等が挙げられる．また，力学的接触を検知するセンサについて，ロボットが衝撃や
挟圧状態を検知し，回避する制御が必要となり，ロボット表面を死角なく圧力センサを分
布させたり，関節トルクセンサを有効に利用する手段が考えられる．さらに，ロボットが
誤動作して上記制御では対処できない状況に対処するため，ロボット表面に柔軟な被覆を
装着することも考えられる．このように，安全性を確保していくためには機構的，制御的，
認識的に対策を組み合わせて総合的に対処していく必要がある． 
このうち，機構的対策については設計段階で必要であり，また，万が一の電気系トラブ
ルなどを考えると，機械の設計による保護方策である本質安全に近い対策である．さらに，
ロボットにおいて機構に工夫をこらして制御とのバランスをとることで，従来にない有用
な機能を持たせることが可能であることから，人と共存するロボットのたの新しい安全性
対策の提案に貢献できる可能性がある．そこで，本研究は人と共存するロボットのための
機構的対策を研究対象とする． 
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Fig.1.1  Function to ensure robot safety 
  
ロボットの安全対策 機構的対策 質量系の軽減
構造の小型化
質量を軽くする
慣性モーメントを小さくする
アクチュエータ
の低出力化
低出力のアクチュエー
タを用いる
接触安全構造 エッジをなくす
滑らかな表面にする
柔らかい表面にする
クッションで覆う
変形する部品を使う
柔らかい関節やリンクを使う
挟み込部分に隙間
コンパクトな構造とする
省自由度化
余分な可動範囲を持たない
機構とする
制御的対策
認識的対策
力、トルク制限
接触しない速度にする
接触しても安全な速度にする
接触の予測
動作範囲の
制限
速度制限
人間の検知
人間の意図理解
人間の接近を検知
人間の姿勢を検知
人間への危険
提示
接触しても安全な力、トル
ク制御をする
人間へ危険を知らせる
人間の動作予測
人間の状況を推定
接触を検知して、回避、停
止、減速等をする
接触の検知
接触しない動作範囲とする
余分な動作範囲をできるだ
けなくす
接触可能性を検知して、回
避、停止、減速等をする
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1.1.2 アームの人への接触に対する安全機構 
 人と作業空間を共にするロボットの例としては，近年各ロボットメーカーから協働ロボ
ットとして製品化されてきている[1-7]～[1-12]．この普及を後押ししているのが，安全性
技術の進化とそのプロセスの明確化である．規制緩和とも関連するが，ISO 10218-2 等で
人間協調型ロボットのリスク評価手法が整備されてきたことに加え，ロボットメーカー各
社がその要求に応えるような技術をそろえてきている．具体的には，人間の接近をセンサ
で検知する，接触をセンサで検知する，コンプライアンス制御，滑らかな表面形状，表面
を弾性体で覆うなどの安全対策が施されている．ただし，今のところ産業用であり，出力
も大きめでサービス産業や生活空間で用いるのは難しい．生活空間で用いることのできる
アームとするためにはまだ課題は多く残されていると考えられる． 
 ここで，Fig.1.1 に挙げた機構的対策の研究例を見ていくと，質量軽減化に関しては，リ
ンク，電気粘性流体，ワイヤプーリそのほかの遠隔駆動方式の適用（例えば[1-13][1-14]
等），重量部材の-基部への集中させる構造，リンク部材への FRP の適用，空圧アクチュエ
ータの適用（例えば[1-15]等）等がある．アクチュエータの低出力化については，質量の
軽減化とも関係するが，自重補償機構，複数関節を複数モータで協調して効率よく駆動す
る干渉駆動機構（例えば[1-16]等），能動変速機構により低出力アクチュエータでも広いト
ルク範囲をカバーする方法（例えば[1-17]等）等がある．コンパクト化，省自由度化につ
いては作業性を考慮した初期設計時のリンク長，関節数の最適化手法[1-18]等が提案され
ている．接触安全構造としては，表面を柔らかい被覆で覆う構造，関節に能動的な粘弾性
要素を構成するアーム（例えば[1-19]等，柔らかいリンクを使ったアーム等が提案されて
いる． 
安全なアームを実現していくためには，このような機構を統合的に組み合わせて安全性
を高めていく必要がある.このうち本研究では，アーム基本設計に関わる部分が比較的大き
い， 
・質量系の軽減 
・アクチュエータの低出力化 
・構造の小型化 
を対象とし新機構の提案を行っていく．このようなアーム機構はこれまでにいろいろと提
案されているが，本研究ではサービスロボットへの適用を考慮し，Fig.1.2 に示すような我々
の開発した移動ロボットに搭載できる，全体構造，システムがコンパクトなアームとし，
さらに，生活空間内で最も重要な支援機能である「机の上等のものを持ち上げる，置く」
（[1-20]）ことのできるアームをコンセプトとして機構提案を行っていく． 
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Fig.1.2  Example of Mobile Robot 
 
1.1.3 アームの安全性評価指標 
 前節で述べたような安全機構をアームに取り込んでいくためには，安全性の定量化が必
要である．各種の安全機構の効果を同じ座標軸上で定量的に比較，検討し，ロボットの設
計制御の最適化が可能となる．さらには，ロボットの機構や制御系の設計者はロボットの
特性を的確に把握することが重要であり，そのためには，複雑な特性を理解しやすい方法
で表すことが必要であると考える． 
 従来，アームの特性に関する多くの指標が提案されている．例えば，アームの静力学的
特性を表す指標として，ヤコビ行列から関節速度と手先速度の関係を表した可操作性楕円
体[1-21]，静的なトルクと力の関係を表す操作力楕円体[1-22]等がある．さらに，同様に
アームの動力学的特性を表す指標として，トルクと手先加速度の関係を表す動的可操作性
楕円体[1-23]，手先の負荷変化にも対応したインピーダンスマッチング楕円体[1-24]等が
提案され，さらに，アームの分布質量を手先位置での仮想的な質量に置き換えることがで
きる，一般化慣性楕円体も定式化[1-25]されている． 
安全性の評価指標については，アクチュエータ配置の危険度[1-26]や操作の安全性の研
究[1-27]，また，ロボットの安全性の指標とするために，表面形状や柔らかさを定量化す
る提案もある[1-28]．さらに，人間と不意に衝突することを前提とした衝突安全の研究と
して，痛覚耐性を安全基準とする[1-29]の方法が代表的である．これを基準として，表面
に粘弾性被覆と緊急停止を組み合わせで安全性を実現したアームが開発されている[1-30]，
[1-31]． 
 一方，ロボットの安全性に関する国際規格において，『ISO 12100』は産業用制御全体の
リスク評価をするもので，リスクを定義して特定し，対策をどうするかというプロセスを
規定したものである．さらに『ISO 10218-2』は約 15 年前に規定されたもので，産業用ロ
ボットそのもののリスク評価をするものである．現在の生産現場で人と作業空間を共にす
る協働ロボットはこの規格およびその改訂版を基準としているものが多い．これらに対し
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て，『ISO/TS 15066  Robots and robotic devices — Collaborative robots』は 2016 年初
頭に規定されたもので，協働型ロボットの安全性を規定したものである．人に対するリス
クを削減する，協働的な空間の設計および実装に関する指針を提供しており，さらに，設
計とリスク評価要件だけでなく，痛覚閾値対ロボットの速度，圧力および特定部位に対す
る影響に関する調査研究についても述べている．これを参考として，[1-28]の痛覚耐性基
準を拡張して様々なアームに適用できる統一的な評価指標を提案することは有効であると
考えられる． 
 
 
1.2 本研究の目的 
 以上述べてきた背景を元に，本研究では，生活空間で用いることのできるアームを実用
化するための機構要素の提案および，それらを搭載したアームの安全性を統一的にに評価
できる手法の提案を目的とする．機構要素の提案においては，機構に限らず様々な対策を
統合的に行っていく必要はあるが，本研究ではアーム基本設計に関わる部分が比較的大き
い，質量系の軽減およびアクチュエータの低出力化，構造の小型化を目的とした機構を提
案する．さらに，サービスロボットへの適用を考えて，移動ロボットにも搭載できるコン
パクトなアームで，机の上等にある物を持ち上げる，置くことのできるアームをコンセプ
トとした機構とする．アームの安全性評価手法の提案においては，安全機構をアームに取
り込んでいくために，ロボットの特性を的確に把握することを目的とし，ISO/TS 15066 で
提案されている痛覚耐性に基づく安全速度の手法を拡張して実際に様々な機構，自由度の
アームに対応できる手法とする．最後に提案した機構の質量系の軽減およびアクチュエー
タの低出力化，構造の小型化の効果について評価を行い，さらに提案した安全性評価手法
で評価して，アームの安全特性を評価する． 
 
 
1.3 本研究の対象と方法 
 本研究の対象と方法として，まず，アームの安全性評価手法の提案においては，国際規
格 ISO/TS 15066 で提案されている，アームの人への接触時の接触伝達エネルギーを基準
とした評価方法を応用し，これを算出するためのアームの質量特性を求める手法を提案す
る．具体的には，多自由度のアームの質量特性をどう見積もるかが問題となるため，一般
化慣性楕円体を用いた多自由度アームの質量特性算出方法を提案し，これをもとに接触伝
達エネルギーの評価を行っていく．なお，接触伝達エネルギーは接触形状や接触部の柔ら
かさ等の影響も受けるが，本研究では主にリック機構構成の評価を主な目的とするため，
これらは考慮しない． 
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 次に，アームのサービスロボットへ応用するためのアーム機構の提案および提案した評
価手法によるアーム機構の評価を行っていく．最初にモータを各関節に配置した従来よく
あるタイプの，モータ関節配置型アームを評価する．この結果をもとに，このアームの機
能や安全性についての問題点を定量的に把握し，新しいアーム機構の提案につなげる． 
 アーム機構の提案においては，ワイヤ駆動アーム，重力補償アーム，軽量ハンド（下面
支持ハンド）搭載アームの３種類のアーム機構を提案する．安全を考慮したアーム機構設
計の要求仕様に対するそれぞれのアームの特徴をまとめた表を Table 1.1 に示す．Fig.1.1
に示した安全に対する機能の機構的対策から，本研究のターゲットである，質量軽減，ア
クチュエータ低出力化，構造の小型化をピックアップして要求仕様とした． それぞれの機
構の概要を述べると，ワイヤ駆動アームは，アクチュエータを基部に配置し，ワイヤ経路
の工夫，テンショナー機構等の独自機構による，質量の低減と構造の小型化が大きな特徴
であり，さらに，オフセット関節によるリンク長減による構造の小型化を独自の機構で実
現する．重力補償アームは，独自の３次元重力補償機によるアクチュエータ出力低減化，
構造の小型化が特徴であり，さらに，アクチュエータをカウンタウエイトとして利用する
構造や，手先負荷に応じた追完の重力補償機構により，さらなるアクチュエータの低出力
化を実現している．下面支持ハンド搭載アームについては，器用なハンドリングを多自由
度の重いハンドを用いずに，機構を工夫した軽量なハンドを使用する質量軽減化や，干渉
駆動によるアクチュエータの低出力化を独自の機構で実現している． 
 
Table1.1  Feature of Each Mechanism 
 
質量軽減 アクチュエータ
出力（トルク）減
構造の小型化（可動部）
ワイヤ駆動
アーム
ワイヤ経路の工夫、ワイ
ヤ自由度配置、絞り機構
張力自動調整機構
ワイヤ経路の工夫、ワイ
ヤ自由度配置、絞り機構
張力自動調整機構
オフセット関節
重力補償
アーム
アクチュエータをカウンタ
ウエイトとして利用できる
構成
シンプルな構成の３次
元重力補償機構
アクチュエータをカウ
ンタウエイトとして利
用できる構成
手先の負荷に応じた
追加の重力補償
シンプルな構成の３次元
重力補償機構
２段階の重力補償機構に
よるコンパクト化
下面支持ハンド
搭載アーム
下面支持ハンド
アームの途中からリンク
を分岐する構造
下面支持ハンド
干渉駆動機構
アームの途中からリンク
を分岐する構造
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1.4 本論文の構成 
 本論文の構成を Fig.1.3 に示す．本論文は８章で構成され，次章ではロボットアーム機構
の安全に関する評価手法を検討し，安全に関する質量特性の評価手法を提案する．国際規
格 ISO/TS 15066 を応用し，アームの人への接触時の接触伝達エネルギーを算出するため
の，アームの接触点における仮想質量の算出において，一般化慣性楕円体と換算質量を用
いることを提案する．さらに，平面２リンクアームを使用したケーススタディにより，質
量特性の改善による性能向上や，出力可能な手先速度，関節速度等の評価方法を示す． 
第３章では，人間共存ロボットのアームとして用いるための機能および安全に関する質
量特性を評価していくため，従来よくあるタイプのモータ関節配置型アームの開発と評価
について述べる．このアームはモータを各関節に配置した標準的なタイプのアームである．
このアームの概要について述べ，機能および２章で述べた質量特性の評価を行い問題点を
定量的に把握する．これを次章以降のアーム機構設計の基準としていく． 
第４章では，アームの関節駆動方式に着目し，モータをアームの根元に配置し，ワイヤ
で関節に動力を伝達することによって可動部の質量を軽減するワイヤ駆動アームの開発に
ついて述べる．構造の小型化のためのワイヤ経路の工夫，独自のテンショナー機構，オフ
セット関節によるリンク長減を示し，さらに，アーム姿勢や手先負荷によるワイヤの伸び
やたるみに対応した制御手法についても述べる． 
第５章ではアクチュエータを低出力にできる重力補償機構に着目し，多自由度のアーム
姿勢を取ることができつつ，かつアクチュエータの低出力化を実現したサービスロボット
搭載用アームに適した，３次元のアーム姿勢にわたって重力補償を行える重力補償アーム
について述べる．アクチュエータ小型化による質量軽減，重力補償によるアクチュエータ
出力低減化を示し，さらに，手先負荷に応じた追加の重力補償，構造の小型化のための２
段階の重力補償についても述べる． 
第６章ではハンド機構に着目し，食器ハンドリングをターゲットとし，様々な物体を扱
うため，大型で重いハンドを用いるのではなく，アームを含めた系全体のシステムを考え
て機構を追加することにより，器用なハンドリングを実現するための，下面支持機構搭載
アームの開発について述べ，把持トルクの軽減化や干渉駆動機構によるトルクの軽減化等
について示す． 
第７章では，４章から６章までで開発したアーム機構の評価を行う．まず，各アームの
機構的特徴が，質量の軽減，アクチュエータ低出力化，構造の小型化にどこくらい寄与し
ているかをまとめる．さらに，２章て提案した安全に関する質量特性評価手法により定量
的な評価を行う．この際，３章で開発した標準的なアームと比較して，質量特性の改善に
よる出力可能な手先速度，関節速度等の評価を行う．最後に８章でまとめを述べる． 
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Fig.1.3  Flow of this Research 
  
第１章. 研究の背景と目的
第２章. アーム機構の安全性に関
する質量特性評価手法の提案
第３章. モータ関節配置型アームの開発と問題点
評価手法の提案
第４章. ワイヤ駆
動アームの開発
機構の提案
第５章. ３次元重力
補償アームの開発
第６章. 下面支持ハン
ド搭載アームの開発
第７章. 各アームの安全性に関する質量特性評価
第８章．結論
評価基準 機構の評価 機構の評価 機構の評価
評価基準
問題点の改良提案
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第２章 ロボットアーム機構の安全に関する 
質量特性評価手法の提案 
 
本章ではロボットアーム機構の安全に関する評価手法を検討し，従来研究および国際規
格の動向から，多関節ロボットアームに対応した痛覚耐性に基づく質量特性の評価手法を
提案する． 
 
2.1 ロボットアームの評価指標の動向と接触安全性の定量化 
 ロボットの安全に関する国際規格において，「ISO 12100」は産業用制御全体のリスク評
価をするもので，リスクを定義して特定し，対策をどうするかというプロセスを規定した
ものである．さらに「ISO 10218-2」は 2002 年に規定されたもので，産業用ロボットその
もののリスク評価をするものである．現在の協働ロボットはこの規格およびその改訂版を
基準としているものが多い．これらに対して，「ISO/TS 15066  Robots and robotic 
devices — Collaborative robots」は 2016 年初頭に規定されたもので，協働型ロボットの安
全性を規定したものである．人に対するリスクを削減する，協働的な空間の設計および実
装に関する指針を提供しており，さらに，設計とリスク評価要件だけでなく，痛覚閾値対
ロボットの速度，圧力および特定部位に対する影響に関する調査研究についても述べてい
る．以下に内容の一部をまとめる． 
人とロボットの協働的な空間の設計においては，まずは空間の分離が原則になるが，空
間を共有する場合も多く出てくる．そのため，人とロボットの接触を考慮した安全対策が
必要になる．接触に対する協働ロボットの安全対策として，大きく，Passively design と
Actively design があり，それぞれ以下のような対策内容が考えられる． 
○Passively design 
 ・接触面積を大きくする 
   エッジをなくす，滑らかな表面にする，柔らかい表面にする 
 ・エネルギーを吸収する，エネルギーの作用時間を長くする，衝撃力を減らす 
   クッションで覆う，変形する部品を使う，柔らかい関節やリンクを使う 
 ・可動質量を制限する 
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○Actively design 
 ・力，トルク制限 
 ・モーメント，パワー，質量と速度の関数で表されるエネルギーを制限する 
 ・接触の予測もしくは検知をする 
 
安全なアームを実現するためにはこれらの対策を統合的に施していかなければならない． 
さらに，ロボットが人と接触した場合の，人の痛覚閾値対ロボットの速度，力および特
定部位に対する影響については，人体の各部位ごとの痛覚耐性に基づく接触許容力 Fmax が
研究されており，接触時の衝突モデルを考慮した有効弾性係数 k および有効質量ｍுの研究
結果が記されている．なお，接触許容力は AIS（Abbreviated Injury Scale）を基にしてお
り，元々は自動車事故に関するデータベースとして利用するために考案された指標である．
なお，ISO/TS 15066 には，接触許容力を用いる方法と，接触許容圧力と断面積を用いる方
法が記載されており，接触面積が大きい場合等は接触許容圧力と断面積を用いる方法が適
している．本研究では，比較的小さいアームで，接触面積も大きくないので，接触許容力
を用いる方法を採用する．これらの人体の各部位ごとの値を Table 2.1 に示す． 
 
Table 2.1 Characteristics of the body parts（ISO/TS 15066） 
 Maximum 
Possible Force 
Effective Spring 
Constant 
Effective 
Mass 
Maximum 
Transffered Energy 
Units [N] [N/m] [kg] [J] 
Symbols Fmax k mH Emax 
Head 130 150000 4.4 0.23
Face 65 75000 4.4 0.11
Shoulder 210 35000 4.0 2.5
Upper Arm 150 30000 3.0 1.5
Lower Arm 160 40000 2.0 1.3
Palm 140 75000 0.6 0.49
Finger 140 75000 0.6 0.49
 
 
ここで，接触許容力を基にした接触許容エネルギーを Emaxとすると， 
 
         (2-1) 
 
となる．よって，Emaxは人体の部位毎に異なる． 
今，アームの接触点での速度と，人体の接触部位との相対速度を v，アームの接触点換算
ܧ୫ୟ୶ ൌ ܨ୫ୟ୶
ଶ
2݇  
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の質量をｍோとするとロボットが接触時に与える接触伝達エネルギーܧோは，二物体の衝突に
よる相対運動エネルギー変化より，式(2-2)で表される． 
          
         (2-2) 
 
ここで，ߤは換算質量で，二物体の衝突による相対運動エネルギーを求める際に用いる有効
な慣性質量であり，式(2-3)で表される． 
 
         (2-3) 
 
よって，式(2-4)のように， 
人体への接触時でも危害を加えないエネルギーܧ୫ୟ୶ ＞  
アームの接触点で出しうる速度と質量から求めた最大の接触伝達エネルギーܧோ୫ୟ୶ 
を満たせばよいことになる． 
 
         (2-4) 
 
2.2 アーム機構の安全性に関する質量特性評価手法 
前節で述べたロボットアームの安全対策において，機構設計に関わる項目は主に
Passively design である．この中で，機構選択の本質に関わる項目は質量を減らすことであ
る．よって，本研究では，表面をなめらかにしたり，柔らかくしたり，低剛性の部品を使
うなどの対策は追加検討項目とし，質量特性で評価する手法を提案する．つまり，アーム
機構の本質安全として，万が一人と接触しても危害を加えないアームの質量特性を評価す
る手法とする．ここで，質量特性とは質量系（質量，慣性モーメント）の低減のことを主
に指している．機構的安全対策の質量系の軽減，アクチュエータの低出力化，構造の小型
化の３つの項目についてはそれぞれ密接に関わっており，（構造を小型化すれば質量は軽く
なり，質量が軽くなればアクチュエータが低出力で済む，アクチュエータが低出力になれ
ば質量は軽くなり，構造も小型化できる）この中で比較的評価のしやすい質量の低減を評
価することで，ある程度３つの項目を含んだ評価ができる可能性がある． 
前提条件としては，前節の式(2-4)があり，アームの接触点における接触方向のエネルギ
ーを求めなければならない．そこで，一般化慣性楕円体より定義される，アーム手先での
仮想質量の考え方[2-1]を導入する．つまり，アームの接触点における接触方向の速度と接
触方向の仮想質量から式(2-3)で表される人体との接触時の換算質量を算出し，式(2-5)で表
される接触許容エネルギーとの比率ݎாを算出して評価することを提案する． これは体の部
分への接触許容エネルギーと接触時の接触伝達エネルギーの比を示しておりこれが 1 以下
ܧ୫ୟ୶ ൐ ܧோ୫ୟ୶ 
ߤ ൌ ൬ 1݉ு ൅
1
݉ோ൰
ିଵ
 
ܧୖ ൌ 12ߤݒ
ଶ 
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であれば許容範囲であるとする，このようなアーム手先でのエネルギー楕円体の考え方は，
[2-2]などで提案されているが，もともとはロボットの突き当て作業のために用いられてお
り，固定環境への接触，衝突を想定したもので，人体との接触を考慮して，式(2-3)で表さ
れる換算質量を用いることは提案されていない． 
今，人体への接触時でも危害を加えないエネルギーとアームの接触点で出しうる速度と
質量から求めた最大の接触伝達エネルギーの比をݎாとし，式(2-5)が成り立つことをアーム
先端での全接触方向において評価，さらにこれをアーム可動範囲にわたって評価を行い，
アームの持つエネルギーが接触許容エネルギー以下であることを確認する．さらにアーム
の「肘」等の主な特徴部分についても同様の計算を行い，接触危険性についても評価する． 
 
         (2-5) 
接触点におけるエネルギーを算出するためには，接触点での接触方向の速度，質量を求
めなければならない．そこで，一般化慣性楕円体を導入する．例として Fig.2.1 に示すよう
なアームを元に一般化慣性楕円体を算出する． 
 
 
Fig.2.1 Parameter of the arm 
 
ここではまず，接触点をアーム手先として考える．接触点における接触方向の速度（手
先速度）については，手先位置を࢞，関節角度をࣂとすると，ヤコビ行列 ࡶሺࣂሻ を用いて式
(2-6)で表される． 
 
         (2-6) 
 
次に接触点における接触方向の質量については，一般化慣性楕円体の考え方を用いた，
仮想質量を用いる．なお，ここでは n+1 個のリンクと n 個の関節からなるアームを考える．
アーム全体の持つ運動エネルギーS は，アーム全体を剛体とみなした場合の慣性テンソル
࢞ሶ ൌ ࡶ	ࣂሷ  
ݎா ൌ ܧோ୫ୟ୶/ܧ୫ୟ୶ ൏ 1 
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ࡴを用いて， 
 
         (2-7) 
 
ただし， 
         (2-8) 
 
ここで，単一のリンクの慣性テンソルをࡵ࢏，j 番目の関節軸の方向を示す単位ベクトルを aj，
関節軸 j からリンク i の重心までの位置ベクトルｒܒܑ と ajのベクトル積を bjとすると，ࡴは
式(2-9)で表される． 
 
     (ࡴ ∈R3x3，ࡵ࢏ ∈R3x3）  (2-9) 
 
 
 
これを手先座標に変換する場合，運動エネルギーと慣性テンソルは式(2-10)のように変換さ
れる． 
 
      (ࡳ ∈R3x3)  (2-10) 
 
ただし，ࡶが正方行列でない場合は，例えば疑似逆行列を使うことが考えられる． 
ࡳを剛体系の一般化慣性テンソルでこれに対して手先座標系での位置ベクトル࢛を用いて
式(2-11)の式で表される楕円体を一般化慣性楕円体と呼ぶ．  
         (2-11) 
 
この楕円体の主軸の方向は式(2-10)の固有ベクトルで与えられ，主軸の長さは対応する固有
値の平方根に反比例する． 
次に，力の作用点から見た系の等価慣性の考え方を導入する．力の作用方向の単位ベク
トル࢔とすると，力の作用点の作用方向への仮想質量 mvは式(2-12)で表される． 
 
         (2-12) 
 
この仮想質量mvをアームの接触点における接触方向の質量として用いる．仮想質量の最大，
最小値およびその方向は式(2-10)の最大，最小固有値およびそれに対応する固有ベクトルと
なる． 
ܵ ൌ 12ࣂሶ
ࢀࡴࣂሶ  
ࡴ ൌ ෍ሺ࡭࢏ࢀࡵ࢏࡭࢏ ൅ ݉௜࡮࢏ࢀ࡮࢏ሻ
௡
௜ୀଵ
 
ࣂሶ ൌ ሾࣂ૚,ሶ ࣂ૛,ሶ  , ࣂ࢔ሶ ሿ் 
࡭࢏ ൌ ሾࢇ૚,  , ࢇ࢔, ૙, 	 , ૙ሿ, 	 ࡮࢏ ൌ ሾ࢈૚,  , ࢈࢔, ૙,  , ૙ሿ 
ܵ ൌ 12࢞ሶ
ࢀࡳ࢞ሶ ,  ࡳ ൌ ሺࡶି૚ሻࢀࡴሺࡶି૚ሻ 
࢛ࢀࡳ࢛ ൌ 1 
݉௩ ൌ ࢔ࢀࡳ࢔ 
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 仮想質量についての定性的な説明の図を Fig.2.2 に示す．同じアームで Fig.2.2(a)と
Fig.2.2(b)の２つの異なる姿勢での接触を考える．このとき，Fig.2.2(a)のほうが手先での仮
想質量は大きくなるため，接触点での接触時の速度が双方で同一とすると，Fig.2.2(a)のほ
うが接触伝達エネルギーが大きいということがわかる．このように仮想質量が分かると，
仮想質量と手先速度を用いて，そのアーム姿勢および接触方向での接触伝達エネルギーが
わかり，体の部分への接触許容エネルギー以下であれば（エネルギー比 rE<1），安全とみな
す．  
  今，Fig.2.3 に示すような平面２リンクアームを考える．このリンクで２種類の質量特性
を設定し，式(2-11)で求めたアーム手先に関する一般化慣性楕円体を Fig.2.4 に示す．なお，
(a)と(b)の各質量特性は各図中に示している．このようにアームの姿勢および質量特性によ
って一般化慣性楕円体の形状が変わることがわかる．この楕円において短軸の方向が仮想
質量が最大となる方向であり，楕円の長軸の方向が仮想質量の最小となる方向を示してい
る． 
 
 
(a)      (b) 
Fig.2.2 Contact Situation 
 
 
 
Fig.2.3 2 Link arm in the plane 
  
v
v
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(a)     (b) 
Fig.2.4 Generalised Inertia Ellipsoid 
 
次に，式(2-12)より算出した，力がかかる方向による仮想質量の分布を Fig.2.5 に示す．
これらは Fig.2.4(a)の質量特性を用い，Fig.2.5(a)は X 方向に力がかった場合の仮想質量，
Fig. 2.5(b)は Y 方向に力がかった場合の仮想質量，Fig. 2.5(c)は X 方向と 45 deg をなす角
度の方向に力がかった場合の仮想質量，Fig. 2.5(d)は X 方向と－45 deg をなす角度の方向
に力がかった場合の仮想質量を示している．このように力のかかる方向による仮想質量の
分布を調べることができる． 
また，これらの全方向の仮想質量からその手先位置での最大値を求めプロットしたもの
を Fig.2.6 に示す． この分布より，手先位置による接触時の危険度がわかり，仮想質量が
大きいほど危険であることを示している．なお，仮想質量が下がると同じモータ出力では
暴走時の加速度は上がってしまうことも考えられるが，仮想質量が下がった分，出力を下
げたモータを用いることができるので，暴走時の加速度は下げられる． 
 ここでアーム姿勢の特異点の場合について説明する．Fig.2.7 のようにアームが伸びきっ
た状態付近で図中の矢印の方向を考えると，この位置での一般化慣性楕円体の短軸が矢印
の方向になり，短軸長さも０に近づくため，アームが伸びきった状態での矢印の方向の仮
想質量は無限大になる．Fig2.4 から Fig2.6 では一般化慣性楕円体や仮想質量の分布をわか
りやすく表示するために，特異点付近は避けた可動範囲としている．ただし，式(2-3)の換
算質量ߤの算出においては，݉ோ＝∞より，     と計算でき，また，式(2-2)の接触伝
達エネルギーܧୖの算出においては，特異点のためこの方向への速度は出せない（v = 0）の
で，ܧୖ ൌ 0となる． 
l1 = 0.3m 
l2 = 0.3m 
lg1 = 0.15m 
lg2 = 0.15m 
m1 = 2.0kg 
m2 = 2.0kg 
I1 = 0.00375kgm2
I2 = 0.00375kgm2
l1 = 0.3m 
l2 = 0.3m 
lg1 = 0.05m 
lg2 = 0.05m 
m1 = 1.0kg 
m2 = 1.0kg 
I1 = 0.00188kgm2 
I2 = 0.00188kgm2 
ߤ ൌ ݉ு
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(a) X Direction      (b)Y Direction 
 
 
(c) XY Direction    (d) X-Y Direction) 
Fig.2.5 Virtual Mass 
 
 
Fig.2.6 Distribution of Max Virtual Mass 
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また，特異点付近では生成速度も方向によって制限され，図の矢印の方向に出せる速度は
０であり，仮想質量と速度から算出するエネルギーは０となる．このように，仮想質量の
分布は手先速度を一定とした場合のアームの特性を把握するのには有効であるが，特異点
付近の速度も考慮した特性も把握するには，次に示すエネルギー分布をみる必要がある． 
 
 
Fig.2.7 Singular Point of the Arm 
 
 以上より求めたアーム接触点の接触方向の速度と仮想質量から，式(2-2)，(2-3)で表され
るように換算質量を算出し接触伝達エネルギーを求める．なお，速度については，出しう
る関節速度の組合せから手先速度を総当たり的に算出して用いる．算出した接触伝達エネ
ルギーの中から手先位置࢞における最大値を求めて，この最大値から式(2-5)で表される接触
許容エネルギーとの比率ݎாを求めた結果を Fig.2.8，Fig.2.9 に示す． 
なお，Fig.2.8 は上腕接触を基準としたアームの安全性評価の例，Fig.2.9 は顔接触を基準
としたアームの安全性評価の例である．なお，上腕は Table.2.1 で示す人体の部位の中で中
間的な痛覚耐性を持ち，顔は最も痛覚耐性が低い．以降の評価ではこの２部位について行
っていく．左右それぞれの図でアームの質量特性を変えて評価を行っており．(a)は２つの
リンク長さを人間の腕と同程度の 0.25m とし，質量は２つのリンクで同じ 0.6kg，重心は
リンクの中心にあるとした場合の質量特性である．これに対して(b)はリンク長さは同じと
し，リンク質量は軽量化したとして 0.35kg，重心位置もアーム根元方向にずらした場合の
質量特性とした．Fig.2.8(a)，Fig.2.9(a)のように，ݎாが１を超えていた場合でも，質量を軽
くし，重心位置をアーム根元方向に持ってくることで，Fig.2.8(b)，Fig.2.9(b)のようにݎாを
１以下にできることがわかる．また，Fig.2.8 と Fig.2.9 を比較すると，体の部位によって，
接触許容エネルギーが異なっているため，最も痛覚耐性の低い顔の場合は，アームの質量
特性の改善のみならず，接触速度も下げなければ，ݎாを１以下にできないことがわかる．こ
のように，作業効率を上げるためにできるだけ速度は落とさないことを考え，できるだけ
アーム設計時に質量特性を良くする方向で対応するが，対応しきれない場合は接触面積を
増やすような表面形状の工夫や有効弾性係数を下げるため接触面を柔らかくする等の対策
が必要となる．それでも対応しきれない場合は，速度も下げる必要がある． 
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(a) Original Mass Characteristics      (b) Improved Mass Characteristics 
Fig.2.8  An example of the safety value of the robot arm when it contacts the upper 
arm 
 
 
 
 
 
 
(a) Original Mass Characteristics      (b) Improved Mass Characteristics 
Fig.2.9  An example of the safety value of the robot arm when it contacts the face 
െ180deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠଶሶ ൏ 180deg/s 
l1=0.25m, l2=0.25m, lg1=0.125m, lg2=0.125m,  
m1=0.6kg, m2=0.6kg, I1=0.00078kgm2,  
I2=0.00078kgm2, 0<θ1<90deg, -135deg<θ2<-30deg 
െ180deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠଶሶ ൏ 180deg/s 
l1=0.25m, l2=0.25m, lg1=0.05m, lg2=0.05m,  
m1=0.35kg, m2=0.35kg, I1=0.00046kgm2,  
I2=0.00046kgm2, 0<θ1<90deg, -135deg<θ2<-30deg 
െ50deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠଶሶ ൏ 50deg/s 
l1=0.25m, l2=0.25m, lg1=0.125m, lg2=0.125m,  
m1=0.6kg, m2=0.6kg, I1=0.00078kgm2,  
I2=0.00078kgm2, 0<θ1<90deg, -135deg<θ2<-30deg 
െ50deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠଶሶ ൏ 50deg/s 
l1=0.25m, l2=0.25m, lg1=0.05m, lg2=0.05m,  
m1=0.35kg, m2=0.35kg, I1=0.00046kgm2,  
I2=0.00046kgm2, 0<θ1<90deg, -135deg<θ2<-30deg 
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 また，アームの手先位置によっても接触伝達エネルギーが変わるため，ݎாが１以下となる
可動範囲でアームを使用するという運用方法も考えられる．さらに，人体の部位によって，
接触許容エネルギーが異なるため，人との作業空間を考慮し，接触可能性部位に応じた特
性とすることも考えられる．例えば，Fig.2.10 に接触許容エネルギー内でのアーム手先最大
速度（ݎா=１の場合に相当）の分布をプロットしたものを示す．Fig.2.10(a)は上腕接触を考
慮した場合，Fig.2.10(b)は顔接触を考慮した場合を示している．このように，接触部位毎の
アームが出せる手先最大速度の分布を求めることができる． 
以上のように，アームの質量特性をもとに，アームの可動範囲にわたって，ݎாを求めてア
ームの接触エネルギーの評価を行うことによって，アームの接触安全性の評価を行うこと
ができる．次章以降では，これを用いて開発したアームについてそれぞれ評価を行ってい
く．なお，開発したアームの評価においては，すべての３次元姿勢を考えると計算量が膨
大になり，また，特性結果の表現も複雑になるため，本論文ではアームの特性の概略を把
握できるようにするために各アームの初期姿勢は２次元平面上にあるものとして行ってい
く． 
 
 
(a) Upper Arm    (b) Face 
Fig.2.10 Max Velocity 
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2.3 安全に関する質量特性評価手法の提案のまとめ 
 本章ではロボットアーム機構の安全に関する評価手法の一つとして，ロボットアームの
評価指標および安全に関する国際規格の動向を整理し，多関節アームに対応可能な痛覚耐
性に基づく質量特性の評価手法を提案した．これは，アームの質量特性を元に接触点にお
ける仮想質量を算出し，接触部位を考慮した換算質量に変換，接触伝達エネルギーを求め，
各部位毎の許容エネルギーを超えるかどうかを基準とするものである．アーム手先位置に
よる仮想質量の分布から，接触時の危険度の分布がわかり，その位置で出せる手先最大速
度も算出できる．さらに，関節速度と伝達エネルギーの関係も求めることができる．第３
章および第７章でこの手法を用いて，実際に試作したロボットアームの質量特性の評価を
行っていく． 
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第３章 モータ関節配置型アームの開発と 
問題点 
 
 
本章では２章で提案したアームの安全に関する質量特性評価を実際に行って基準とする
ための，モータ関節配置型アームの開発と評価について述べる．このアームはモータを各
関節に配置した標準的なタイプのアームである．本アームの開発目的は，家庭内での軽作
業実現のため，部屋間移動のためのドア開けや，スイッチ ON/OFF，窓・鍵開閉，対象物操
作などを行える，移動ロボットに搭載するためのアームである．このアームの概要につい
て述べ，２章で述べた質量特性の評価を行う．この評価を基に次章以降のアーム設計指針
を策定し，次章以降のアームの評価の基準とする． 
 
3.1 モータ関節配置型アームの機構 
 開発したモータ関節配置型アームの特徴を以下に示す． 
・手先での把持物体の質量： 約 500g，開閉量： 60mm 
・肩３＋肘１＋手首２＋手先グリッパの６自由度＋開閉式グリッパからなる自由度構成 
  このアームのサイズは人間の腕より少し小さいサイズ（子供の腕と同程度）として
いる 
・ドアノブ，机の上のもの，床のもの等を扱えるような広い作業範囲をもつ 
   Fig.3.1 にドア開閉のためにドアノブを操作しているイメージ図，Fig.3.2 に机の上の
ものを扱っているイメージ図，Fig.3.3 に床のものを拾っているイメージ図を示す．今
までの多くのアーム付ロボットでは，ドアノブを扱うことはできても，床までは手が
届かないものが多かったが，このアームは床にも手が届き，広い作業範囲を持つ． 
・アームは本体内に収納可能 
家庭内での使用を想定した場合，できるだけコンパクトにしなければならないということ
と，人に危害を加えないように安全な機構としなければならない．そこで，アームの
第２，第４，第６関節の可動範囲を広く取り，アームが胴体の中に完全に収納できる
ようにした．以上の検討結果をもとに策定したアームのリンク長および関節可動範囲
を Fig.3.4 に示す．なお図中の可動範囲の数値は，ソフトリミットを示しており， 
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160 210 270
＃１＃２＃３＃４＃５＃６
Grippe
＃７
0～60mm
100(105
+60(65
+105(110)
105(110)
120(125
+70(75
)
+105(110)
105(110)
+105(110)
105(110)
75 80) 
+125(130
)
カッコ内の数値はメカリミットを示している． 
 また，Fig.3.5 にアーム機構の外観を示す．さらに，Table 3.1 にアームと各関節軸の詳細
仕様を示す． 
  
Fig.3.1 Door Opening    Fig.3.2 Handling  
 
 
Fig.3.3 Picking up 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3.4 The store state in the robot body and the movable range 
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Fig.3.5 Arm mechanism 
 
 
Table 3.1 Specification detail of the arm 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
実際に本アームを移動ロボットに搭載し，動作させた様子をFig.3.6～Fig.3.8に示す．Fig.3.6
はアームを胴体から出し，人を見つけて人のほうに向かい，ペットボトルを掴む動作を示
す．また，Fig.3.7 は目的の人をみつけ，ペットボトルを持って行く動作を示している．Fig.3.8
はゴミ箱をみつけ，ペットボトルを捨てに行く動作を示している．このように移動ロボッ
トに搭載して，家庭環境で物体の把持，ピックアンドプレイスを行えるアームであること
を確認した． 
 
 
 
 
モータ型番 最大連続トルク[Nm]
定格回転数
[rpm]
重量
[kg] 形式 減速比 効率
1 ＋１１０～－１１０ Amax32 20W 0.0445 4200 0.242 プーリ(1：3)CSF17（1：100）
3×100
＝300
0.9
×0.7
MSC-6-A
(0.078～1.32Nm) 84 8.41 11.56
2 ＋１３０～－８０ Amax32 20W 0.0445 4200 0.242 プーリ(1：2.5)CSF17（1：120）
2.5×120
＝300
0.9
×0.7
MSC-6-A
(0.078～1.32Nm) 84 8.41 11.56
3 ＋１１０～－１１０ Amax26 11W 0.0157 6600 0.119 ギアヘッドGP26B（1：3.8）CSF11(1：100)
3.8×100
＝380
0.84
×0.7 104 3.51 4.02
4 ＋７５～－１２５ RE25 10W 0.0293 3600 0.130 ベベル(1：2)CSF11（1：100）
2×100
＝200
0.9
×0.7 108 3.69 4.02
5 ＋１１０～－１１０ REmax24 6.5W 0.0101 6000 0.071 CSF8(1：100) 100 0.7 360 0.71 0.78
6 ＋６０～－１００ REmax21 3.5W 0.00587 5500 0.043 ベベル（1：2）　CSF8(1：100)
2×100
＝200
0.9
×0.7 171 0.74 0.78
7 グリッパ用 Amax16 2W 0.00266 8000 0.022 ギアヘッドGP16A(1：5.4)
軸
可動範囲
（メカリミット）
[deg]
モータ 連続最大関
節
トルク[Nm]
関節最大負荷
トルク※[Nm]
※グリッパで500g
の物を持ち、腕を
水平にまっすぐ伸
ばしたときのトルク
減速機
トルクリミッタ 定格関節速度[°/s]
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(a)                        (b)    (c) 
 
(d)                        (e)    (f) 
Fig.3.6  The scene that the robot finds a person and grasps a plastic bottle 
 
 
(a)                         (b)    (c) 
 
(d)                         (e)    (f) 
Fig.3.7 The scene that the robot finds a person and takes a plastic bottle to him 
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(a)                         (b)    (c) 
Fig.3.8 The scene that the robot finds a trash can and goes to throw away a plastic bottle 
 
 
3.2 モータ関節配置型アームの質量特性評価と接触許容速度 
 本アームのように人の傍で動作する場合，どのくらいのアーム速度までなら安全なのか
が問題になる．遅いほど安全ではあるが，作業速度が遅く実用的でなくなり，さらに人に
不快感を与える．そこで，２章の手法で質量特性を求めて，痛覚耐性に基づく許容エネル
ギー評価を行う． 
本アームの質量特性の算出および許容エネルギー評価は以下の条件において行う． 
・手首の２軸分の関節は固定とする．手先速度への影響が大きい，肩と肘の合計４軸分の
関節を動かすものとして行う． 
・力の作用点はハンドの先端とする．作用点の並進速度を考える． 
 
 まず，本アームの質量特性を評価する．座標系を Fig.3.9 のようにＤＨ法で設定し，図の
ようなリンクパラメータとする． 
 
i c 
[mm] 
α
[deg] 
d 
[mm] 
θ
[deg]
1 0 0 0 θ1 
2 0 -90 0 θ2 
3 0 90 270 θ3 
4 0 -90 0 θ4 
 
 
 
Fig.3.9 Link Parameter 
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ここで，x 軸回りの回転行例を܀ܠሺߠሻ ，z 軸回りの回転行例を܀ܢሺߠሻとすると，それぞれ式
(3-1)のように表される． 
܀ܠሺߠሻ ൌ ൭
1 0 0
0 cos ߠ െ sin ߠ
0 sin ߠ cos ߠ
൱ ，܀ܢሺߠሻ ൌ ൭
cos ߠ െ sin ߠ 0
sin ߠ cos ߠ 0
0 0 1
൱  (3-1) 
 
第 i 軸の方向から第 j 軸の方向への回転行列をࡾ࢐࢏とすると，それぞれの回転軸の方向の変換
行列は式(3-2)のように表される． 
ࡾ૚૛ ൌ ܀ܢሺߠଵሻ	܀ܠሺെ90ሻ 
ࡾ૛૜ ൌ ܀ܢሺߠଶሻ	܀ܠሺ90ሻ       (3-2) 
ࡾ૜૝ ൌ ܀ܢሺߠଷሻ	܀ܠሺെ90ሻ 
 
よって各軸の方向ベクトルࢇ࢏をベース座標系で表すと，式(3-3)のようになる． 
ࢇ૚ ൌ ൭
0
0
1
൱ , 		ࢇ૛ ൌ ࡾ૚૛ 	൭
0
0
1
൱ , 										ࢇ૜ ൌ ࡾ૚૛	ࡾ૛૜ 	൭
0
0
1
൱ , ࢇ૝ ൌ ࡾ૚૛	ࡾ૛૜	ࡾ૜૝ 	൭
0
0
1
൱  (3-3) 
 
各リンクの重心を原点として，座標軸の方向を各軸の座標系にとった各リンクの慣性テン
ソルを CAD モデルより算出し，ベース座標系に変換したものをࡵ࢏ [kgm2]とすると，それ
ぞれ式(3-4)のように表される． 
ࡵ૚ ൌ ൭
0.00722 0.00032 0.00011
0.00032 0.00801 0.00023
0.00011 0.00023 0.00295
൱ 
ࡵ૛ ൌ ࡾ૚૛ࢀ ൭
0.00234 0.00022 0.00014
0.00022 0.00257 0.00008
0.00014 0.00008 0.00048
൱ࡾ૚૛     (3-4) 
ࡵ૜ ൌ ൫ࡾ૚૛	ࡾ૛૜൯ࢀ ൭
0.00024 0.00002 0.00004
0.00002 0.00026 0.00003
0.00004 0.00003 0.00019
൱ࡾ૚૛	ࡾ૛૜ 
ࡵ૝ ൌ ൫ࡾ૚૛	ࡾ૛૜	ࡾ૜૝൯ࢀ ൭
0.07635 0.00157 0.00104
0.00157 0.00336 0.00121
0.00104 0.00121 0.00784
൱ࡾ૚૛	ࡾ૛૜	ࡾ૜૝ 
 
各軸の座標変換行列は式(3-5)で表され， 
௜ܶ௜ିଵ ൌ ൮
cos ߠ௜ െ sin ߠ௜
cos ߙ௜ sin ߠ௜ cos ߙ௜ cos ߠ௜
0 ܿ௜
െ sin ߙ௜ െ݀௜ sin ߙ௜
sin ߙ௜ sin ߠ௜ sin ߙ௜ cos ߠ௜0 0
cos ߙ௜ ݀௜cos ߙ௜0 1
൲   (3-5) 
各軸の座標系で表した重心座標を݈௚௜とし，同次座標表現を 
࢒ࢍ࢏′ ൌ ൬࢒ࢍ࢏૚ ൰        (3-6) 
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とすると，関節軸 j からリンク i の重心までのベクトルｒ࢐࢏の同次座標表現ｒ′࢐࢏ は式(3-7)
のように表される． 
 
࢘′૚૚ ൌ ࢀ૚૙	࢒ࢍ૚′ 
࢘′૚૛ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	࢒ࢍ૛′, ࢘′૛૛ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	࢒ࢍ૛′ െ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚ ቌ
૙
૙
૙
૚
ቍ 
࢘૚૜ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	࢒ࢍ૜′, ࢘૛૜ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	࢒ࢍ૜′ െ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚ ቌ
૙
૙
૙
૚
ቍ , ࢘૜૜ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	࢒ࢍ૜′ െ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛ ቌ
૙
૙
૙
૚
ቍ 
࢘′૚૝ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	ࢀ૝૜	࢒ࢍ૝′, 		࢘′૛૝ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	ࢀ૝૜	࢒ࢍ૝′ െ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚ ቌ
૙
૙૙
૚
ቍ ,
࢘′૜૝ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	ࢀ૝૜	࢒ࢍ૝′ െ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛ ቌ
૙
૙૙
૚
ቍ , 		࢘′૝૝ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	ࢀ૝૜	࢒ࢍ૝′ െ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	ࢀ૝૜ ቌ
૙
૙૙
૚
ቍ (3-7) 
 
よって，式(2-9)と同様に計算してアーム全体の慣性テンソルࡴを求めることができる． 
次に，ベース座標で表した手先位置࢞の同次座標表現を࢞′，第４軸の座標系で表した手先座
標を݈௧௜௣とすると， 
࢞′ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	ࢀ૝૜ 	ቀ࢒࢚࢏࢖૚ ቁ       (3-8) 
 
式(3-8)よりヤコビ行列 ࡶሺࣂሻ が求まる．アーム手先座標で見た，運動エネルギーS と慣性
テンソル G は，ܬ の擬似逆行列 ࡶାを用いて式(3-9)のように変換される． 
 
         (3-9) 
 
これを用いて，式(2-10)と同様に計算して手先位置に関する一般化慣性楕円体が求まる．こ
れよりアーム手先の接触方向の仮想質量が求まる．Fig.3.10に手先位置における仮想質量最
大値の分布を示す．なお，２次元平面上（ベース座標系のZ-X平面）で傾向を確認するため，
アーム姿勢のߠଵとߠଷは0とし，ߠଶとߠସを変えて解析を行った．また，アーム全体の仮想質量
の傾向を定量化するため，この仮想質量の分布の可動範囲にわたる平均値をとって評価値
とする．以降のアームの仮想質量の評価も平均値をとって行う．この仮想質量の分布の平
均値をとると，3.57kgとなった．この分布をみると主に手先位置はアーム基部から最近傍
ܵ ൌ 12࢞ሶ
ࢀࡳ࢞ሶ ,  ࡳ ൌ ࡶାࢀࡴ	ࡶା 
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にある場合と，アーム基部から離れた位置にある場合に仮想質量が大きくなっていること
がわかる． 
さらに，許容接触エネルギー内での最大速度の分布をFig.3.11(上腕接触を考慮した場合)，
Fig.3.12(顔接触を考慮した場合)に示す．ここで，アーム全体の許容最大速度の傾向を定量
化するため，この許容最大速度の分布の可動範囲にわたる平均値をとって評価値とする．
以降のアームの許容最大速度の評価も平均値をとって行う．Fig.3.11の許容最大速度の平均
値は，0.58m/s，Fig.3.12の最大速度の平均値は，0.15m/sであった．よって，アームの全可
動範囲に渡って，接触許容エネルギー以下に抑えようすると，この速度分布以下に抑えな
ければならず．特に顔への接触を考慮した場合，速度が遅く実用的ではない． 
 次にアームの関節速度で評価する．式(2-5)で表される接触許容エネルギーとの比率ݎாを
求めてプロットした結果を Fig.3.13，Fig.3.14 に示す． Fig.3.13 は，上腕接触を基準とし
て可動範囲にわたってݎா ൏ 1となる関節速度（ െ 52deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 52deg/s）を全検索で求め，
この速度条件のもとでݎாをプロットしたものである．また，Fig.3.14 は，顔接触を基準とし
て可動範囲にわたってݎா ൏ 1となる関節速度（ െ 20deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 20deg/s）を総当り的に求
め，この速度条件のもとでݎாをプロットしたものである．この結果を見ると，θ2 軸（グラ
フでは PositionX=0，PositionZ=0 の点に相当）から離れるにしたがってエネルギーは大き
くなっており，さらにθ1軸線上（グラフでは PositionX=0 の線に相当）から離れるにした
がってエネルギーが大きくなっている．また，アームの全可動範囲に渡って，接触許容エ
ネルギー以下に抑えようてすると，上腕の場合は各関節速度を 52deg/s 以下に，顔の場合は
各関節速度を 20deg/s 以下にしなければならず，特に顔への接触を考慮した場合，速度が遅
く実用的ではない．可動範囲のうち，接触エネルギーが低い領域で用いることも考えられ
るが，用途が限られてしまう． 
 
 
 
Fig.3.10 Virtual Mass (Average 3.57kg) 
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Fig.3.11 Max velocity (upper arm)    Fig.3.12 Max velocity (upper face) 
       (Average 0.58m/s)   (Average 0.15m/s) 
 
 
   
 
 
 
 
Fig.3.13 Evaluation result (upper arm)  Fig.3.14  Evaluation result (face) 
  
θ1=0deg, -75deg<θ2<125deg, θ3=0deg, 
 -120deg<θ4<-70deg, 
 െ52deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 52deg/s 
θ1=0deg, -75deg<θ2<125deg, θ3=0deg, 
 -120deg<θ4<-70deg, 
 െ20deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 20deg/s 
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3.3 モータ関節配置型アームの課題と新規アームの設計方針 
開発したモータ関節配置型アームは，移動ロボットに搭載して家庭環境などでピックア
ンドプレイス作業を行ことのできる，省スペース性と十分な可動範囲を備えているが，実
際に様々なピックアンドプレイス作業を行っていると実用的なない部分も分かってきた．
そこで，より実用的なアームとするために Table 3.2 に示す新規アームの目標仕様を設定
した．まず，前節で述べた顔接触を考慮した接触許容手先速度について，産業用ロボット
の教示速度として遅すぎない速度として用いられている 250mm/s は平均速度として必要で
あると考えられる．なお，顔接触基準を選択したのは，体のパーツのうち最も接触許容手
先速度が小さいためである．次に可搬重量については，家庭内でロボットに扱って欲しい
物品の調査結果[3-1]より，1kg までの物品を扱うことができれば，全物品のうち 98%の物
品を扱うことができることからこれを目標仕様とする．次にアームの想定搭載システムに
ついては，Fig.1.2 に示した我々の開発した W500×W500×H1000 のサイズの移動ロボットに
搭載可能とする．また，アームの作業範囲としては，机の上等の物を持ち上げる，置くこ
とができる範囲とする．さらに，把持対象物の形状としては，日用品，箱，トレイ ，ボ
トルを持つことができるアームとする． 
 
Table 3.2 Design Spec of Arm 
 
 
この仕様に対して，基準アームでは以下の問題点があった． 
 
① 接触安全速度が遅い 
顔接触を考慮した接触許容手先速度を考えると平均 150mm/s と遅く，動作に時間がか 
かり過ぎる． 
② ペイロードが小さい 
  用途を広げることを考えると 0.5kg までではなく，もっと重い物体を持てるようにす 
る必要がある． 
③ 様々な形状の物体，大きな物体を持てない 
  用途を広げることを考えると様々な形状の物体や大きな物体を持てるようにするべき 
である． 
安全性基準 顔接触を考慮した接触許容手先速度250 mm/s
可搬重量 1.0 kg
想定搭載システム W500mm×W500mm×H1000mmのサイズの移動ロボットに搭載可能
作業範囲 机の上等の物を持ち上げる，置く
把持対象物の形状 日用品、箱、トレイ　、ボトルを持つ
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以上の問題点に対応するためにはそれぞれ以下の方法が考えられる． 
① アーム質量，イナーシャを減らす 
② アーム質量，イナーシャを減らす，モータ出力（トルク）を上げる 
③ 多自由度のハンドとする，双腕にする 
 
さらに，ロボットの機構的安全対策（質量系の軽減，アクチュエータの低出力化，構造の
小型化）を考慮したアームとしなければならないため，これらの機構的安全対策とのトレ
ードオフが発生する，これらを考慮して，新規アーム機構開発の目的と対策をまとめると
以下になる． 
 
① 接触許容速度の向上 
→アーム質量，イナーシャを減らす 
② ペイロードの向上 
→アーム質量，イナーシャを減らす， 
③ 把持対象物の拡大 
→多自由度のハンド（ただし軽量な機構）とする 
このうち本論文では，①，②に関しては，ワイヤ駆動アーム，重力補償アームを開発する
ことにより実現し，②，③に関しては下面支持ハンド搭載アームを開発することで実現す
る． 
 
3.4 モータ関節配置型アームの開発と問題点のまとめ 
本章ではモータを各関節に配置した標準的なタイプで家庭内での軽作業実現のための移
動ロボットに搭載用アームの開発と，その問題点について述べた． 
開発したモータ関節配置型アームは，移動ロボットに搭載して家庭環境などでピックア
ンドプレイス作業を行ことのできる，省スペース性と十分な可動範囲を備えているが，２
章で提案した，アームの安全に関する質量特性の分析により，顔接触許容速度が 150mm/s
とかなり遅く，実用的でないことが分かった．さらに用途を広げるためには，ペイロード
の向上，対象把持物の拡大が必要であることが分かった．そこで次章以降ではこれらの問
題に対処するための，ワイヤ駆動アーム，重力補償アーム，下面支持ハンド搭載アームの
開発およびその評価について述べていく． 
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第４章 ワイヤ駆動アームの開発 
 
4.1 ワイヤ駆動アーム開発の目的 
作業を行うアームの小型軽量化として，アームの関節駆動方式に着目すると，モータを
アームの根元に配置し，ワイヤで関節に動力を伝達するワイヤ駆動方式が考えられる[4-1]．
人の傍で動作するワイヤ駆動アームの長所として，アーム関節の軽量化の他にも，ワイヤ
が低剛性であるため，物体や人との衝突時にも，衝撃を吸収できることが挙げられる[4-2]．
また，アクチュエータ関連の配線を，アーム中に通す必要がなく，アーム構造の簡素化，
配線の断線等に対する信頼性向上が期待できる．さらに，減速機がアーム関節部にないの
で，駆動音が小さく，人に与える不快感が抑えられることも挙げられる．一方，短所とし
ては，ワイヤの性質から,ワイヤ張力調整機構など,メンテナンス性を考慮した設計が必要で
あることが挙げられる．また，アーム姿勢や手先負荷に応じて張力が変化するため，ワイ
ヤの伸びやたるみが発生して関節の位置ずれが生じ，動的には振動，時間遅れが生じるこ
とが挙げられる． 
そこで，本研究ではこれらの課題にも対処した，小型軽量ワイヤ駆動アーム(Fig.4.1)の開
発について述べる．本アームは，家庭，公共施設環境で，物を持ち上げて，運び，別の場
所へ置くことのできる，移動ロボット搭載型のアームを想定している．目標仕様を Table 4.1
に示す．３章で述べた通り，顔接触許容平均速度は 250mm/s とし，可搬質量は 1kg とする．
モータ出力（トルク）については，機構的な安全対策を考慮して，モータ関節配置型アー
ムよりも低くなることを目標とし，可動範囲についてはモータ関節配置型アームと同程度
の手先到達範囲とする． 
 
 
Fig.4.1  The wire-driven arm 
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Table 4.1 Design Spec of Wire Arm 
 
 
従来から様々なワイヤ駆動アームが開発されてきているが，機構的な安全対策を考慮す
ると以下のような問題があった． 
① ねじり関節を入れようとすると，ワイヤ経路が複雑になり，構造が大きく，重くなる 
② テンショナーの配置に場所をとり，構造が大きく，重くなる 
③ 基部のモータ配置部が大型になり，移動ロボット搭載に適さない，ロボットの胴体が
アームと干渉するため，アームリンク長を長くしなければならない 
そこで，本研究ではそれぞれの問題に対して以下の機構を提案する． 
① ワイヤ経路の工夫，ワイヤ自由度配置，絞り機構 
ねじり関節に対応し，構造をコンパクトにできる構成と配置を提案する． 
② 張力自動調整機構 
コンパクトな構成でワイヤ張力がモータ起動時に自動調整される機構を提案する． 
③ オフセット関節 
ロボット胴体との干渉を避け，可動範囲に対するアームリンク長を短くて着るオフセ
ット関節機構を提案する． 
なお，それぞれの提案機構と機構的安全対策との関係を Table 4.2 に示す． 
 
Table 4.2 Relationship between Mechanical Features and Safety Measure Items 
 
 
本章では，4.2 節で①と③に関連するアームの基本機構およびサービスロボット搭載型ワ
イヤ駆動アーム設計と動作検証について述べる．次に，4.3 節では②の関連するワイヤの伸
びに対応した，張力補償制御について述べる．4.4 節では，アームのワイヤの伸びやたるみ
に対応した制御手法について述べる．4.5 節では，ワイヤ駆動アームの仕様を３章のモータ
関節配置型アームと比較し，その特性評価結果について述べる．  
項目 仕様
顔接触許容速度 250 mm/s
可搬重量 1 kg
モータ出力（トルク) 13.1 Nm以下
（モータ関節配置型アームよりも低くする）
可動範囲 最大到達距離 640mm 
（モータ関節配置型アームと同程度）
質量の低減 モータ低出力化 構造の小型化
①ワイヤ経路の工夫、ワイヤ自由度配置、
絞り機構
○ ○
②張力自動調整機構 ○ ○
③オフセット関節 ○
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4.2 ワイヤ駆動アームの機構 
 これまでにワイヤ駆動の多関節アームは多く提案されているが（例えば[4-3],[4-4]），本
研究では，生活空間内で人が行う作業をロボットが代わりに行うことを想定して，人の腕
とほぼ同じ関節配置とした．製作したワイヤ駆動アーム試作機の外観とモータ位置，およ
び関節配置を Fig.4.2 に示す．本機は，ベース部に６つのモータ，減速機が納められており，
ワイヤで駆動するのは肘１自由度と手首３自由度の計４自由度である．この４自由度のみ
ワイヤ駆動としたのは，アーム上腕部，前腕部にモータおよび減速機を配置しないことで
重量，慣性モーメントをできるだけ小さくでき，かつ機構が複雑になりすぎないことを考
慮したためである． 
Fig.4.3 にワイヤ経路および，各関節の回転方向，プーリ配置を示す．特徴け軽量かつプ
ーリの数を減らす構成とし，ねじり方向の回転関節（Joint No.3,5）をワイヤが通過するた
め，できるだけコンパクトにして，関節が回転した時のワイヤ長変化を少なくする絞り機
構を備えることである．これは Fig.4.3 の中に示すように４つの自由回転プーリでワイヤを
回転軸付近に絞っている．それぞれのワイヤはモータから所定の関節のプーリまで，各関
節を通過しながら接続されている．各関節通過時には，関節回転軸と回転軸が同一の自由
回転プーリもしくは，絞り機構を介する．このため，各モータ軸の回転角度と関節回転角
度は１対１対応ではなく，他軸と干渉する．これにより，各モータを協調して制御しなけ
ればならないが，一方で適切に協調制御することにより，各モータ出力を効率良く使用で
きる可能性もある[4-5],[4-6]． 
また本ワイヤ駆動アームと，各関節にアクチュエータを組込んだアームを比較した場合，
動力に関連する機構要素はプーリのみになるので，加工部品形状が簡素化され，コストダ
ウンを期待できる．さらに，アクチュエータ関連の配線も，アームの中を通して本体まで
接続する必要がなく，この面でもアームの軽量化，配線の断線に対する信頼性向上に役立
つ．また，ワイヤが低剛性であるため，物体や人との衝突時にも，衝撃を吸収することが
できる． 
 以上のワイヤ経路の工夫，ワイヤ自由度配置，絞り機構によって，質量の低減と構造の
小型化を実現している． 
次に本アームの移動ロボットへの搭載を考える．施設などでの軽作業支援においては，
机上および床のものまで扱える作業範囲が必要となってくる．この作業範囲を確保するた
めに，ロボットを大きくしてしまうと，施設内でスペースをとって邪魔になる可能性があ
り，また，大きいアーム，ロボットは出力も大きくなり，質量も増大するので接触時など
の危険性が増してしまう．そこでロボットの設計方針として，できるだけロボット本体サ
イズは小さく，アームの長さを短くしつつも，机上，床のものを扱う作業が行えることと
した．試作したロボットを Fig.4.4 に示す． 
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本アームの関節配置的特徴として，１軸と２軸間にオフセットを設け，このオフセット
部分に２～７軸の駆動モータを取り付けた．オフセットを設けることにより，１軸が回転
することで，「肩」にあたる部分が胴体より前方に移動するため，アームとロボット胴体の 
 
    
Fig.4.2  Outline of arm mechanism 
 
 
Fig.4.3 Path of the wire 
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Fig.4.4  Mobile robot equipped with wire-driven arm 
 
干渉を回避でき，アームの可動範囲が広がる．さらに，短いアームでも，１軸が動くこと
により到達範囲を大きくとることができるという利点がある．ただし，オフセット量はあ
まり大きくすると，アームが大型になってしまうため，何らかの最適値が存在すると考え
られる．今回は，ロボットのサイズから，胴体との干渉を避け，かつ床や机の上に届く可
動範囲とできるオフセット量として 120mm を設定した．Fig.4.5 にオフセットがない場合と
ある場合の地面から 750mm の高さ水平面での可操作度分布を示す．このように，オフセッ
トを設けることで，特にロボット前方での可操作度が向上することがわかる． 
 
 
Fig.4.5  Manipulability of wire-driven arm 
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実際にアームをロボットに組込んでアームを動作させた様子を Fig.4.6 に示す．このよう
に，身長の低いロボットでも，机の上や床までのアーム到達範囲を確保できる．さらに
Fig.4.7 に実際にコップをハンドリングしている様子を示す．このように，作業を行うのに
十分な可動範囲を持っていることがわかる． 
 以上，本オフセット関節は，短いアーム長であっても作業のための可動範囲を確保でき
るため構造の小型化に効果がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4.6  Motion of the arm 
 
 
（a）                              (b) 
 
（c）                              (d) 
Fig.4.7 Experiment of Handling a Cup 
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4.3 ワイヤ張力自動調整機構 
 ワイヤは使っているうちに徐々に伸びが発生し，このワイヤの伸びによりプーリ経路で
のワイヤのゆるみ，たるみ発生し，関節剛性の低下や制御応答の低下が発生する．そのた
め，ワイヤ張力調整機構が必要となる．ワイヤ張力調整機構は，これまでにもいくつか提
案されている[4-7],[4-8]．しかしながら，本研究のように小型アームに適用する場合，アー
ムリンク途中に構成することはスペース的に困難である．さらに，手動で張力調整を行う
ことはメンテンス性の面で不便である．そこで，できるだけ張力調整用のアクチュエータ
を追加せずに，かつモータ近くのスペースに余裕がある場所に配置できるワイヤ張力の自
動調整機構を提案する． 
全体機構概要図と，モータ出力軸のプーリ部の概要図をFig.4.8に示す．モータ出力軸に，
２本のワイヤをそれぞれに独立に巻き付けたプーリを，モータ軸固定時にワイヤを巻き取
る方向にプーリが自由回転できるようにワンウェイクラッチを介して接続する． 
 
Fig.4.8  Outline of the mechanism 
 
ここで，この構成によるワイヤ張力自動調整機構の動作の概念図を Fig.4.9 に示す．(a)
は Wire-a，Wire-b ともにゆるみがあるとした初期状態を示している．ここから，(b)のよう
にモータ軸を Wire-a を巻取る方向に回転し始めると，ワンウェイクラッチを介して
Pulley-a も Wire-a を巻取る方向に回転し，Wire-a のゆるみを除去する．このとき Pulley-L
は，Wire-a のゆるみが除去され，Wire-a に張力がかかるまでは始動しない．また，Pulley-b
は，Wire-b がゆるんだままであること，ワンウェイクラッチの自由回転，及び，Friction 
Parts の摩擦の影響により，モータ軸が回転しても，その場で停止したままとなる．さらに
モータ回転を維持すると，(c)のように，Wire-a に張力がかかり，Pulley-L が始動する．こ
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のときの Pulley-b はまだ(b)と同じ理由により，停止したままである．さらにモータ回転を
維持すると，(d)のように Wire-b が Pulley-L に巻取られ，ゆるみが除去される．このよう
に，常にモータ動作開始時にワイヤのゆるみを吸収し，張力を発生させることができる．   
このようなワイヤの張力調整にワンウェイクラッチを１つ用いる方法は提案されている
が[4-9]，本機構ではワンウェイクラッチを２つ用いることでモータ正転，逆転のどちらに
おいてもワイヤの張力調整ができ，多自由度アームのように，アームの姿勢によりアーム
がどちらの方向にも回転する可能性のある場合に適している． 
なお，実際にはワイヤの弾性やシステムの粘性等により，挙動に変化は出てくる．もし
張力が高い状態でモータが始動した場合は，Fig.4.9 でモータ軸の始動，Pulley-a の始動と
ともに，Wire-a，Wire-b を介して Pulley-b が引張られ，Pulley-a と Pulley-b がほぼ同時
に始動し始めるため，ワイヤの張力は始動前と始動後でほとんど変わらす，張力が過度に
高くなることはない． 
 
 
(a) 
 
(b) 
 
(c) 
 
(d) 
Fig.4.9  Motion of the mechanism 
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次に，本機構の詳細な挙動について以下，解析を行う．本機構の系を Fig.4.10 のように
モデル化する．なお，モータプーリ回転軸とアームプーリ回転軸は平行で共通の平面上に
あるとし，重力方向はこの平面に垂直であるとする．ワイヤのゆるみのない状態を基準と
して，そこからモータが各ワイヤを巻き取った回転角をθa，θb，ワイヤに発生する張力を
fa，fb，アームのプーリ半径を R，モータのワイヤ巻取半径を r とする．ワイヤに発生する
張力は，ワイヤの縦弾性係数，断面積，歪をそれぞれ E，A，εa，εb，として次式で表す． 
bb
aa
EAf
EAf




          (4-1) 
ワイヤに生じる歪は，アームとモータの回転角の相対差で生じ，ワイヤがたるんでいる時
は０となる．ここで，ワイヤ方向をγ，変位を u，L をワイヤ長さとして，∂u／∂γをη
とし次式で近似する． 
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したがって，有限歪を考慮する[4-10]と， 
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であるから，式(4-1)は式(4-4)のようになる． 
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さらに，ワンウェイクラッチをモデル化し，Tp をプーリの摩擦モーメント，Ip をプーリ
の慣性モーメントとすると，式(4-5)のように表せる 
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           (4-5) 
またリンク側のプーリ周りの運動方程式は，系の粘性係数を D として，式(4-6)のように表
せる． 
LLLba IDRfRf             (4-6) 
式(4-2)，(4-4) ，(4-5)，(4-6)より，モータ角θmの入力に対する各変数を求めることができ
る． 
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Fig.4.10  Model of the mechanism 
 
 モータ角θmを動作させた時の各プーリ速度のシミュレーション結果を Fig.4.11 に示す．
各物性パラメータはカタログ値および測定値より次の値を用いた．（E = 42000 N/ mm2 , A = 
0.47 mm2, r = 20mm , R = 20mm , L = 200mm , Ip = 5000kgmm2, Tp = 0.2Nmm, m = 0.5kg , lg = 
100mm , D = 450kgmm2s）また，ｆaとｆbの初期張力はそれぞれ 25 N と 0 N とする．これは，
ｆaにはリンクの質量分の力がかかっているためである． 
Fig.4.11 より，プーリ a の回転速度はモータ回転速度に追従しているが，プーリ b の回転
は先述の動作概念の通り，動作開始が遅れる．このときの各プーリ角度を Fig.4.12 に示す．
プーリ b の回転角はモータ回転角とずれた値となる．さらに，このときのワイヤ張力の変
化を Fig.4.13 に示す．初期状態からモータ軸を動作させることにより，張力が増加するこ
とがわかる．これは動作開始時にプーリ b の動作開始が遅れたことによって，ワイヤのゆ
るみが吸収されるためである．このように本機構により自動的に張力を調整し，ワイヤ張
力を保つことができる． 
 
 
Fig.4.11  Simulation results of the speed of each pulley 
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Fig.4.12  Simulation results of the angle of each pulley 
 
 
Fig.4.13  Simulation results of the tension of the wire 
 
次に基礎実験を行った．Fig.4.14 は基礎実験装置を示している．実験では，ワイヤ張力が
低い状態(20N)からモータを動作させた時のワイヤ張力の変化をフォースゲージにより測
定した．Fig.4.16 に結果を示す．シミュレーション結果（Fig.4.13 の fa）と実験結果（Fig.4.15
の fa）を比較した場合，関節の始動と共にワイヤ張力が増加していること，関節の停止後
に初期張力よりも高い張力に収束していることなどの特徴の一致が見られた．これにより，
シミュレーションでの予測通りに，ワイヤにテンションをかけられることが確認できた．
ワイヤにテンションをかけられることにより，アーム動作時の振動や時間遅れを軽減でき，
常に始動時にテンションをかけられる本機構はメンテナンス性向上に有効である． 
以上，少ない部品でコンパクトにモータ近くのスペースに配置できる張力自動調整機構
を開発することにより，アームの質量の低減，構造の小型化を実現している． 
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Fig.4.14  Basic experiment device 
 
 
Fig.4.15  Experimental results of the tension of the wire 
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4.4 ワイヤ駆動アームの制御 
ワイヤはたとえ剛性が高い種類のものであっても，アームのリンク姿勢変化や手先負荷
印加などによって張力が変動し，伸びが発生する．さらに多関節リンク構造においてはワ
イヤが関節を通過するごとに軸間干渉が生じてしまう．このように干渉機構はワイヤの動
きを複雑にし，ワイヤの伸びや経路長変化も相まって，動作制御を困難なものにしている．
本研究では機構干渉を干渉行列で表現し，モータ軸と出力軸である関節に取り付けたセン
サ値をフィードバックさせた位置制御系を構築した．すなわち，関節軸間干渉を干渉行列
を用いて非干渉化させ，モータ軸位置制御系へと帰着させ，モータ軸（エンコーダ）と出
力軸である関節（ポテンショ）のセンサ値を他軸との干渉を考慮せずにそのまま利用可能
とした．またアームの姿勢変化などで干渉行列が変化してしまい応答速度が落ちてしまう
ことから，干渉行列の変化量を算出し，モータトルク指令値に直接補償することで応答性
の向上をめざす． 
今，干渉を表す行列 MTJ は Fig.4.16 に示す各ワイヤの経路上のプーリ比より求まり，モ
ータ回転角をθm，関節回転角をθjとし式(4-7)が成り立つ．この関係を用いて制御を行う． 
 
 
 
Fig.4.16  Pulley Diameters 
 
36 36 16 18 21
36 14.4 14.4 21
36 36 21 21
36 21 21
14
40,20 1440
40 40,20
Motor1
Motor2
Motor3
Motor4
Motor5
Motor6
Joint1Joint2Joint3Joint4Joint5Joint6
46 
 
jJ
M
m T            (4-7) 
















714.1714.107619.008571.0
0714.106857.006857.0
00714.1714.101
00071429.101
0000714.5857.2
0000714.5857.2
J
MT
 
 
干渉行列は，設計時の初期姿勢におけるプーリ径の比に基づいた幾何学的関係から算出
されるため，ワイヤの経路長に変化がない場合に成立する．しかし実際にはアームのリン
ク姿勢変化や手先負荷印加などによって張力が変動し，ワイヤが伸びてしまい，経路長を
一定に保つことは困難である．すなわち干渉行列はリンク姿勢変化や手先負荷印加時にお
いて変化するものである．特にワイヤの経路が長い手首関節においてその変化は大きく現
れる．そこで干渉行列の変化量を調べた．位置制御系においては関節角偏差に干渉行列 MTJ
をかけてモータ角偏差を求めた．式(4-8)のように，モータ角に逆行列 JTMをかけたときの
関節角は干渉行列によってモデル化された「推定関節角」と言える． 
mM
J
j T  ˆ         (4-8) 
もし干渉行列が変化していなければ，推定関節角と各関節軸で観測された関節角は一致す
るはずである．Fig.4.17 に推定関節角(青色)を示しているが，設計初期姿勢である 0rad 付
近では関節角(緑色)と比較的よく一致しているものの，初期姿勢から離れるほどに，特に正
方向に離れると差が大きくなっているのが分かる．ただし推定関節角が関節角と一致して
いなくても定常偏差が発生していないのは，関節角偏差があればモータ軸角偏差も発生し
モータ軸位置制御系がこれを 0 にするように制御するからである． 
 
 
Fig.4.17  Position control result (Joint No.6) 
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 干渉行列が変化した場合，モータトルク指令値に対して干渉行列変化量に基づいた補償
量を加えることで制御応答性を向上させることを考える．モータトルクでの変位量を求め
るため，式(4-8)の逆を取る．すなわち干渉行列 J
MT を用いて 
jJ
M
m T  ˆ         (4-9) 
としモータ角との偏差を干渉行列変化量と捉える．これに適切なゲイン KM をかけた式
（4-10）をモータトルク補償としてモータトルク指令値に直接加えている． 
 
)ˆ( mmMM K          (4-10) 
このときの制御ブロック図を Fig.4.15 に示す． 
式(4-10)で定義したモータトルク補償付き位置制御系を用いて関節角位置制御実験を行
った．実験では試作したアームに関節角指令値を与えた時の，関節角の制御応答性を計測
した．制御応答性は整定時間で評価し，その定義を関節角偏差が目標値に対する許容範囲
内(1%)に納まるまでの時間とした．モータから関節までのワイヤ経路長が最長で，制御応
答性の低い，手首関節(第 6 軸)を動作させた時の整定時間をモータトルク補償の有無で比較
した結果を Table.4.3 に示す．どちらの方向も 3 分の 1 以下に短縮できており，本制御法
の有効性が確認できた． 
 以上，質量系の軽減のためにワイヤ駆動にすることによって生じる，制御性の問題を解決する
アルゴリズムを開発した． 
 
 
Fig.4.18  Block diagram of joint angle position controller with motor torque compensation 
 
Table 4.3  Experimental results compared the settling time (Joint No.6) 
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4.5 ワイヤ駆動アームの安全に関する特性評価 
 今回試作したワイヤ駆動アームと，３章で述べた各関節にアクチュエータを配置したア
ームの仕様の比較結果を Table 4.4 に示す．また，本アームの機構的特徴と，機構的安全対
策との関係および評価を示す表を Table 4.5 に示す．まず，質量に関する項目については，
３章のモータ関節配置型アームと比較して，ほぼ同じサイズながら，ワイヤ駆動アームの
可動部は質量を－70%とすることができている．また，アームの自重が軽くなった分，ほぼ
同じ出力のモータを使っていながら，アーム可搬重量はモータ関節配置型アームの２倍と
なった．次に，出力に関する項目については，静止時の最大関節トルク総和（アーム水平
に真っ直ぐ伸ばした状態）で比較する．この結果より，関節トルク総和を－53％にできて
いることがわかる．さらに，ワイヤ駆動アームで最大可搬重量 1.0kg を持った時の関節ト
ルク総和は，モータ関節配置型アームで何も持っていない状態よりも関節トルク総和が低
くできていることがわかる．次に構造の小型化に関する項目については，アームの上腕径
や前腕径をそれぞれ－10mm することができている． 
 本アームの提案機構のそれぞれの効果については，①ワイヤ経路の工夫，ワイヤ自由度
配置，絞り機構が全体の質量の軽減，構造の小型化に貢献しており，②張力自動調整機構
についてはテンショナー機構の分，質量の軽減，構造の小型化に貢献している．また，③
オフセット関節については，4.2 節で述べたように，同じリンク長ながら，手先到達範囲が
25%拡大しており，可動範囲を基準とすれば相対的に構造の小型化に貢献している．なお，
これらの効果による質量特性を基にした接触許容速度の評価については，７章で他のアー
ムとまとめて行う． 
 
Table 4.4  Wire-driven type vs actuator mounted type 
 
  
モータ関節配置アーム ワイヤ駆動アーム
可搬重量 0.5 kg 1.0 kg
全質量 4.0 kg 4.55 kg
可動部質量
(グリッパ除く)
3.0 kg 0.85 kg
必要モータ出力
（アーム自重のみの
最大静止トルク総和）
10.8 Nm 5.1 Nm
必要モータ出力
（最大可搬重量時の
最大静止トルク総和）
13.1 Nm
(0.5kg)
9.6 Nm
(1.0kg)
最大到達距離 640mm 700mm
アーム上腕部分径 φ70 mm φ60 mm
アーム前腕部分径 φ60 mm φ50 mm
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Table 4.5  Relationship between Proposed Mechanism and Mechanical Safety Measure 
 
 
 
4.6 ワイヤ駆動アームのまとめ 
本章では，人間共存ロボットのための軽量ワイヤ駆動アーム開発における，機構構成，
ワイヤ張力自動調整機構および，トルク補償制御について述べた．構造の小型化のための
ワイヤ経路の工夫，ワイヤ張力自動調整機構，オフセット関節によるリンク長減を示し，
さらにモータの近くに配置でき，アクチュエータを必要としない，ワイヤ張力自動調整機
構を提案し，実験により，ワイヤの張力を自動的に調整できることを確認した．これによ
り，テンショナーの小型化および，ワイヤのメンテナンス性の向上を実現した．また，モ
ータ制御にトルク補償を導入し，これを用いない場合と比較して，整定時間を３分の１に
できることを確認した．これにより，原理的には効率はよいが，協調制御が難しい干渉駆
動系での実用的な制御法を実現できた．さらに，３章で述べたモータ関節配置型アームと
比較し，質量の低減，モータ低出力化，構造の小型化について効果を確認し，提案機構の
それぞれの項目に対する効果の度合をまとめた． 
なお，これらの効果による安全に関する質量特性の評価については，７章で他のアーム
と共にまとめて述べる． 
  
質量の低減 モータ低出力化 構造の小型化
ワイヤ駆動アーム全体 可動部質量
-70%
必要トルク
-53%
アーム直径
-15%
①ワイヤ経路の工夫、ワイヤ自由度配置、
絞り機構
◎
機構の工夫に
よる質量削減
◎
機構の工夫による
アーム直径削減
②張力自動調整機構 ○
テンショナー分
の重量削減
○
テンショナー分のス
ペース削減
③オフセット関節 ○
手先到達範囲
25%分拡大
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第５章 ３次元重力補償アームの開発 
 
5.1 ３次元重力補償アーム開発の目的 
 一般の施設環境，家庭環境等で作業を行うアームを設計する場合，自由度の多い多関節ア
ームは障害物の回避や，対象物把持のための最適把持姿勢をとるために有効である．しか
し，リンク数，関節数が増加するに伴い自重が増加し，アクチュエータの大型化を招き，
特に根元側のアクチュエータの重量がさらに増加し，無駄なエネルギー消費も増えていく
という悪循環が起きる．この問題を解決するための手法の一つとして，自重補償機構を設
ける設計手法[5-1]，[5-2]，[5-3]等がある． 
本研究では，軽量ながら実際の作業を行える出力，自由度，可動範囲をを持つサービス
ロボット搭載用アームの開発を目的としている．全体構成としては６自由度のアームを想
定しており，このうち３自由度のアーム部分の開発について，移動ロボット搭載用アーム
に適した自重補償機構を提案する．ただし自重補償機構を組み込むに当たって，機構が複
雑になると，その分重量が増えてしまうため，できるだけ単純な機構で実現できる機構と
する．本アームの目標仕様をまとめた表を Table 5.1 に示す．３章で述べた通り，顔接触許
容平均速度は 250mm/s とし，可搬質量は 1kg とする．モータ出力（トルク）については，
機構的な安全対策を考慮して，モータ関節配置型アームよりも低くなることを目標とし，
可動範囲についてはモータ関節配置型アームと同程度の手先到達範囲とする． 
 
Table 5.1 Design Spec of Gravity Compensation Arm 
 
 
アームの自重補償機構は大きく分けてカウンタウエイトを用いる方法と，ばね等を用いる
方法がある．このうちカウンタウエイトを用いる方法は支持部にばねを接続することによ
るモーメントが発生せず，また，重心の変動が少ないので移動ロボット等に搭載するのに
適しているが，カウンタウエイトの分，全体重量が増加してしまうという問題がある[5-4]，
項目 仕様
顔接触許容速度 250 mm/s
可搬重量 1 kg
モータ出力（トルク) 13.1 Nm以下
（モータ関節配置型アームよりも低くする）
可動範囲 最大到達距離 640mm 
（モータ関節配置型アームと同程度）
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[5-5]．しかし，カウンタウエイトとしてアクチュエータやバッテリなどロボットに必要な
部品を用いることで，無駄な全体重量の増加は防ぐことができる．そこで，移動ロボット
に向いているカウンタウエイト方式で，カウンタウエイトとしてアクチュエータを用いる
ことにより，全体重量の増加をできるだけ抑える構成とする．また従来，アームの２次元
平面上での動作の自重補償を行う自重補償機構は多く提案されているが，３次元の自重補
償を行う自重補償の提案は例えば[5-6]，[5-7]等あるが例は少なく，また３次元であっても
複雑な機構となることが多い．そこで関節配置を工夫することにより，３次元の自重補償
を行いつつもシンプルな機構となる構成とする．さらに，サービスロボットの場合，様々
な重量の物体を持つことが考えられ，通常は想定される一番重い物体に合わせて関節駆動
アクチュエータを選定しなければならず，軽量な物体を持つ機会も多いにもかかわらず，
高出力のアクチュエータを用いなければならないことがある．このような場合に対応する
ために，手先負荷に応じて重量補償ができれば[5-8]，関節駆動アクチュエータを重い物体
に合わせて選定しなくてもよい可能性がある．よって，手先負荷に応じて重力補償もでき
る構成とする． 
 以上，従来の重力補償アームの機構的な安全対策を考慮した場合の問題についてまとめ
ると以下のようになる． 
①３次元の重力補償は例が少なく，機構も複雑である 
②カウンタウエイトではその分全重量が増加する 
③カウンタウエイトの動作範囲にスペースが必要 
④先の負荷に応じた自重補償ができない 
 
 そこで，本研究ではそれぞれの問題に対して以下の機構を提案する． 
①シンプルな構成の３次元重力補償機構 
②アクチュエータをカウンタウエイトとして利用できるカウンタバランス構成 
③２段階の重力補償機構によるコンパクト化 
④手先の負荷に応じた追加の重力補償 
 
なお，それぞれの提案機構と機構的安全対策との関係を Table 5.2 に示す． 
 
Table 5.2 Relationship between Mechanical Features and Safety Measure Items 
 
 
質量の低減 モータ低出力化 構造の小型化
①シンプルな構成の３次元重力補償機構 ○ ○
②アクチュエータをカウンタウエイトとして
利用できる構成
○ ○
③２段階の重力補償機構によるコンパクト化 ○
④手先の負荷に応じた追加の重力補償 ○
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本章はまず 5.2 節で３次元重力補償機構の原理とこれを実現するための幾何的関係を導
出する.さらに，手先負荷が変わった場合の重力補償の原理についても説明する．5.3 節で
は，本重力補償機構を適用したアームの設計について述べる.リンクやカウンタウエイトで
あるアクチュエータ等の干渉を回避しつつ，広い可動範囲を得るための構造および，全体
をコンパクトにするための，ワイヤによる追加の重力補償について説明する．5.4 節では，
手先負荷が変わった場合の追加の補償力について，手先負荷に応じた最適な補償力をシミ
ュレーションにより算出し，重力補償効果を確認する. 5.5 節では，本アーム機構を応用し
た６自由度アームの設計について述べる．5.6 節では重力補償アームの仕様を３章のモータ
関節配置型アームと比較して，その特性評価について述べる． 
 
5.2 ３次元重力補償機構 
5.2.1 アーム自重補償機構の基本構成 
本機構は平行リンク機構を用いたパンタグラフ型アーム機構をベースとしており，手先
側と反対側に補償力を加えることにより，重力補償を行うことができる．補償力について
は，リンクに固定されたカウンタウエイト自重による力と，ワイヤにより付加する補償力
の２つの補償力を組み合わせることによって，構造の小型化を図っている．ここではまず，
リンクに固定されたカウンタウエイトについて解析を行う． 
Fig.5.1 は本機構の概念を示す図と，これを Joint2，Joint3 の軸方向および Joint1 の軸
方向から見た図である．まず根元の Joint1 を除いた Joint2，Joint3 について考える．な
お，ここでは静的釣合で評価を行っていく． 
今，Fig.5.1 に示すように座標系，リンク長，重心位置，重量および関節角度を設定する．
Link1 とアタッチメントの質量の和を m1，Link2 とカウンタウエイト１の質量の和を m2，
Link3 とカウンタウエイト２の質量の和を m3とし，Joint2 から Joint4 までの距離を l2，
Joint4 から Link1 の重心までの距離を l1，Joint2 の軸方向から見た時の Joint2 から m2の
重心までの距離を lm2，Joint1の軸方向から見た時のLink2から m2の重心までの距離を lm2’, 
Joint3 の軸方向から見た時の Joint3 から m3の重心までの距離を lm3，Joint1 の軸方向から
見た時の Link3 から m3の重心までの距離を lm3’，Link5 の長さを l2’とする．なお，ここ
では Link4，Link5 の質量は無視する．能動軸である Joint2，および Joint3 のアクチュエ
ータで発生しなければならないトルク 2T , 3T は，それぞれの軸回りのトルクの釣合いを考慮
して以下のように表せる． 
1222212 cossin)( glmlmT m       (5-1) 
1333113 coscos)( glmlmT m      (5-2) 
よって， 2T , 3T が 1 , 2 , 3 によらず 0になるためには，式(5-3)，式(5-4)が成り立てばよい． 
2221 mlmlm          (5-3) 
3311 mlmlm          (5-4) 
53 
 
 次に Joint1 軸回りのトルクの釣合いを考える．Fig.5.1 より，Joint1 のアクチュエータ
で発生しなければならないトルクを 1Tとすると，式(5-5)が成り立つ． 
gmlllgmlllgmlllT mmmm 31231332122122112131221 )cos)(sinsin()cos)(sincos()cossin)sincos((   (5-5) 
これを整理して， 
13331122221123332222211 sin)sin)(cos)((cos)(  glmlmlmlmglmlmlmlmlmT mmmm  (5-6) 
よって， 1Tが 1 , 2 , 3 によらず 0になるためには，式(5-3)，式(5-4)および次式(5-7)が成り
立てばよい． 
         (5-7) 
 
以上より，式(5-3), 式(5-4), 式(5-7)を満たすようにアームを設計すれば，理論上は
Joint1，Joint2，Joint3 のいずれの軸に対してどんな姿勢をとった場合でもアクチュエー
タで発生しなければならないトルクを 0とすることができるため，自重補償が実現できる．
例えば，それぞれのパラメータの関係式が(5-8)であった場合，式(5-9)，(5-10)の関係を
満たせばよい．  323221 ,, mm llmmll 　　       (5-8) 
2
2
1
32 lm
mll mm         (5-9) 



  2
2
1
32 2
1 l
m
mll mm        (5-10) 
また，本機構ではパンタグラフ機構を用いており，Fig.5.1 のカウンタウエイトの位置に
アクチュエータを配置し，ベルト等で Joint2 および Joint3 に動力を伝達することで，カウ
ンタウエイトとして，それぞれの軸を駆動するアクチュエータを利用することができる． 
 
Fig. 5.1  Modeling of the weight compensation 
32322221 )()( mllmlllm mm

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なお，最近は扁平型のモータも出ているが，本機構では Joint1 回りの重心バランスをと
るためにどちらかというと全長の長いモータを用いるのが適している．従来の自重補償機
構では，カウンタウエイトが必要で重量増を招いていたが．関節を駆動するアクチュエー
タをそのままカウンタウエイトとして利用できるので，アーム全体重量の増加を抑えるこ
とができる． 
以上，アクチュエータをカウンタウエイトとして利用できる構成により，アームの質量
の低減とモータの低出力化を実現している． 
 
5.2.2 ワイヤを用いた追加重力補償機構の構成 
前節で述べたようなリンクのパラメータを実現しようとすると，例えば，リンク長が長い
場合や，手先のアタッチメントやエンドエフェクタが重い場合，カウンタウエイトを重く
するか，カウンタウエイト側のリンク長を長くしなければならない．しかし，カウンタウ
エイトとするアクチュエータの重量は出力によって範囲が限定されており，また，カウン
タウエイト側のリンク長を長くするのは，アーム全体が大きくなり，コンパクトなアーム
とすることができない．そこで，カウンタウエイト側のリンク長を抑えつつ，回転軸回り
の釣り合いを満たすため，補償力を付加することを考える．今，Fig.5.2 のようにカウンタ
ウエイト１，２近辺にそれぞれ鉛直下向きの補償力 F2，F3 を加えることで，アーム全体を
コンパクトにできる．特に，Fig.5.3のように補償力を重心位置に付加し，前節の式(5-3)，(5-4) ，
(5-7)を満たすように 2m ， 3m を補償することにより， 2m ， 3m が小さい場合でも，一定の補
償力 F2，F3 によって，理論上はアームがどんな姿勢をとってもアクチュエータで発生しな
ければならないトルクを 0 とすることができる． 
実際の補償力の付加方法ついてはワイヤなどを介して，カウンタウエイトを用いる方法，
ばねなどの弾性体を用いる方法，アクチュエータなどにより能動的に補償力を付加する方
法などが考えられる．このうち，アクチュエータなどにより能動的に補償力を付加する方
法では，補償力を把持対象物の重さに応じて制御することによって，従来は困難であった
アームの自重のみならず把持対象物を把持した状態でのアーム全体の重力補償が行える．
特に，式(5-8)，(5-9)，(5-10)を満たすようにアームを設計した場合，m2 = m3 が成り立ち，
m2，m3 に相当する補償力は同じでよいことになるため，アクチュエータ１つで力を分岐さ
せて使用できる．このように補償力を利用することによって，アームをよりコンパクトに
でき，かつ，把持対象物の重量に応じた重力補償も実現できる． 
 以上，２段階の重力補償機構によるコンパクト化により，アームの構造の小型化を実現
し，さらに手先の負荷に応じた追加の重力補償により，アーム関節モータの低出力化を実
現している． 
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Fig. 5.2  Modeling of the gravity compensation mechanism 
 
5.3 ３次元重力補償機構のアーム設計への適用 
5.3.1 重力補償アームの設計 
本章では，３次元重力補償機構のアーム設計への適用について述べる．Fig.5.3 に実際の
構造を示す．先述の機構を実現するため，パンタグラフ機構の端に Joint2，Joint3 駆動モ
ータを取り付けて，そこからタイミングベルトで Joint2，Joint3 の駆動軸に動力を伝達す
る．また，アームおよびパンタグラフ駆動モータの動く範囲を避けるために，Joint1 の駆
動モータは駆動軸から離して配置し，タイミングベルトで動力を伝達する．また，追加の
重力補償のために，ワイヤを Joint2，Joint3 駆動モータ近傍に取り付け，ワイヤはベース
に配置したプーリを介して伝達，連結され，他端を補償力発生源に接続される．Fig.5.4 は，
ベース側の補償力発生源の構造を示した図である.アームに接続された２本のワイヤは可
動式の Pulley１で１本のワイヤに動力を統合され，Pulley2 を介してカウンタウエイトに
接続される．このカウンタウエイトは，前節で述べたようにアームに取り付けられたモー
タ質量のみではアーム重力補償のために足りない補償力を補うためのものである．さらに，
補償力発生源として，補償力調整用モータを Pulley2 とカウンタウエイトの間に配置でき
る構造とし，手先の負荷に応じてモータトルクを制御し，補償力を調整することも可能で
ある．つまりアーム自重はモータ重量と追加のカウンタウエイトで重力補償を行い，さら
に手先負荷がかかった場合は，モータトルクを制御して補償力を追加する．Fig.5.5 に製作
したアームの写真，Table5.3 に仕様（補償力調整用モータなしの場合）を示す．アームの
リンク長（リンク１，リンク２）は約 25ｃｍ，使用したモータは Maxon 社製の 25W と 40W
モータで，人の傍で動くアーム用に低出力のアクチュエータとした． 
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Fig. 5.3  The design of the arm equipped with a gravity compensation mechanism 
 
  
Fig. 5.4  The arm equipped with a gravity compensation mechanism 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 5.5  The arm equipped with a gravity compensation mechanism 
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Table 5.3  Specification of the arm 
 
 
 
なお，補償力は Fig.5.2 のように，常に鉛直下向きで付加するのが理想であるが，実際の
移動ロボット搭載型アーム機構設計においては，空間の制限や機構干渉を回避する形状と
しており，ワイヤで補償力を加えているため姿勢によって補償力の向きが変化するので，
完全な自重補償とはならない．そこで，設計した機構のワイヤを用いた自重補償力と各関
節のモータトルクの関係を算出して．設計した機構のモータトルク軽減効果を評価する．
Fig.5.7 にワイヤの幾何関係を示す．ワイヤ張力が作用する点の位置ベクトルをそれぞれ 2r ,
3r ，ワイヤの張力ベクトルをそれぞれ 2C , 3C とし，Joint1，Joint2，Joint3 の軸方向の単位
ベクトルを 1u , 2u , 3u とすると，Joint1，Joint2，Joint3 回りのワイヤによる補償トルク 1 , 2 ,
3 は外積によるモーメントの算出よりそれぞれ以下の式で表される． 
    133122 uCruCr 1       (5-11) 
  222 uCr 2        (5-12) 
  333 uCr 3        (5-13) 
ここで，Fig.5.6 に示す幾何関係より，  θRy を y軸回りの回転行列とすると，式
(5-11),(5-12),(5-13)の各ベクトルは以下のように表せる． 
  Tfff llll   222222 cos,sin, 　1y2 θRr       (5-14) 
  Tfff llll   333332 cos,sin, 　1y3 θRr      (5-15) 
  22 rC  ThssF ,, 212　        (5-16) 
  33 rC  ThssF ,, 313　        (5-17)  T0,1,01u         (5-18) 
 T11 sin,0,cos  32 uu       (5-19) 
以上の式をもとに，重力補償のための最適な補償力を検討する．まずは，できるだけシス
テムをシンプルにするため，一定力で重力補償をすることを考える．式(5-1)，(5-2) ，(5-5) 
の補償力なしで各関節に必要なトルクから，式(5-11)，(5-12)，(5-13)のワイヤによる補
償力をそれぞれ引けば，実際に各関節で必要なトルクが求まる．ここで，各関節角度がそ
Arm Length [mm] L1=250, L2=247
0≦θ1≦80
-90≦θ2≦40 　((θ2-θ3)≧-70)
-60≦θ3≦90 　((θ2-θ3)≧-70)
Joint1: Maxon EC22 (40W)
Joint2 : Maxon ECmax22 (25W)
Joint3 : Maxon ECmax22 (25W)
Payload[kg] 1.0
Weight [kg] 2.5(Total), 1.2(Movable Part) 
Range of Motion
[deg]
Actuator
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れぞれ 321 ,,   deg の時の各軸駆動モータで必要なトルクの和を ),,( 321 allT とし，評
価値 Vとして可動範囲内で各関節を 10 deg 刻みで駆動した時の各駆動モータのトルク総和
（式(5-20)）を設定する．  

  

8
1
4
9
6
6
)10,10,10(
i j k
all kjiTV       (5-20) 
Fig.5.7 に補償力(F2+F3)と評価値 Vの関係（実線）を示す．ここで，各パラメータは設計値
をもとに以下の値とする． 
mmhmmsmmsmmsmmlmml
mmlmmlmmlmmlmmlmml
mmlmmlmmlkgmkgmkgm
ff
ffmmmm
244,36,4,85,50,50
,50,50,3.75,5.94,45,5.36
,60,247,211,351.0,495.0,309.0
32132
323232
221321



　　　　　
　　　　　　
　　　　　
 
この結果より，本機構ではアーム自重に対して，6 N 程度の補償力で評価値が最少になる
ことがわかった．さらに，実機による実験を行った実験結果を Fig.5.7 のプロットで示す．
実験結果は，追加のカウンタウエイトを補償力が 2 N，6N，10 N となるように構成し，ア
ームを動作させてモータ電流によりトルクを算出して和をとったものである．このように，
6 N 程度で実際にモータトルク総和が低くできることが確認できた．よって，この補償力
を追加のカウンタウエイトで付加する．なお，このカウンタウエイトをロボットのバッテ
リ等にすれば，ロボット全体の重量増は抑えることができる． 
 
 
Fig. 5.6  Gravity compensation using a wire pulley and the most suitable compensation force 
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Fig. 5.7  Gravity compensation using a wire pulley and the most suitable compensation force 
 
 
5.3.2 重力補償アームの評価 
 ここでは，本自重補償機構のモータトルク軽減効果の評価を行う．Fig.5.8 は各関節軸を
単独で駆動した時のそれぞれの各関節トルク T1，T2，T3 およびそれらのトルク総和 Ta の
シミュレーション結果を示している．(a)はθ2 = 0 deg，θ3 = 0 deg で一定としθ１を駆動
した場合，(b)はθ１ ＝ 0 deg，θ３ ＝ 0 deg で一定としθ2を駆動した場合，(c)はθ１ ＝ 0 
deg，θ２ ＝ 0 deg で一定としθ3を駆動した場合を示している．関節トルクは前節と同様
に式(5-1)，(5-2) ，(5-5) の補償力なしで各関節に必要なトルクから，式(5-11) ，(5-12) ，
(5-13)のワイヤによる補償力をそれぞれ引いて算出する．追加の補償力については，カウン
タウエイトのみとし，追加の補償力としてモータは用いていない．また，比較のため自重
補償機構がなく，同じ関節配置で各関節にモータを配置した従来の多関節アームで同出力
モータを用い，同寸法のもので同じ動作を行ったとした場合のトルク総和 To のシミュレー
ション結果も示している．まず，重力補償がある場合(Ta)とない場合(To)でトルク総和を比
較すると，ある場合のほうがトルク総和は 75%から 85%程度軽減されており，重力補償機
構の効果が確認できる． 
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(a)θ2 = 0 deg， θ3 = 0 deg       (b)θ１＝ 0 deg， θ３＝ 0 deg 
 
 
     (c)θ１＝ ０ deg， θ２＝０ deg 
Fig. 5.8 The effect of the gravity compensation of the torque total of each joint to the arm posture 
 
 
 次に，Fig.5.9 に重力補償機構がある場合で，各関節軸を単独で駆動した時のそれぞれの
各関節トルクおよびトルク総和のシミュレーション結果（実践）と実験結果（プロット）
を表示したものを示す．シミュレーション結果に対して，実験結果はほぼ同程度の値およ
び傾向を示しており，自重補償機構の効果およびシミュレーション方法，結果の妥当性が
確認できた． 
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(a)θ2 = 0 deg， θ3 = 0 deg    (b)θ１＝ 0 deg， θ３＝ 0 deg 
 
    (c)θ１＝ ０ deg， θ２＝０ deg 
Fig. 5.9  Simulation result and experimental result of the torque total of each joint to the arm 
posture 
 
 
5.4 手先負荷に応じた補償力補償 
次に，把持対象物を持った時等，手先負荷が変化した場合の重力補償を検討する．補償
力発生モータでワイヤを引張ることにより，自重補償のためのカウンタウエイトに追加し
て，ワイヤに接続されたアーム部材に補償力を付加することができる．よって，アームが
把持対象物を持った時等，手先負荷が変わった場合でもそれに応じて補償力を制御するこ
とができる．これにより，関節駆動モータのトルクを抑えることができ，関節駆動モータ
を出力を上げるために大型化する必要がない．ここで，関節駆動モータのトルク軽減効果
を示すため，手先負荷と補償力に対する関節トルク総和の関係を前章と同様のシミュレー
ションにより求めた結果を Fig.5.10 に示す．なお，アーム姿勢としてここでは例として，
(a)θ1 ＝ 0 deg，θ2 ＝ 0 deg，θ3 ＝ 0 deg，(b)θ1 ＝ 30 deg，θ2 ＝ 45 deg，θ3 ＝ 0 
deg の場合を取り上げている．この結果より，手先負荷が増えるにつれて補償力も増やせ
ば，トルク総和を減らすことができることがわかる．ただし，補償力を増やしすぎると逆
に関節駆動モータの負荷となりトルク総和が大きくなる．また，アームの姿勢によって補
償力も変化することがわかる．よって，手先負荷に応じて最適な補償力が存在し，手先負
荷とアーム姿勢に応じて補償力を制御することによって，各関節駆動モータのトルクを抑
えることができることがわかる．なお，手先負荷の検出については，モータトルクからの
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推定，手先に６軸力センサを取り付ける等の方法が考えられる． 
次に，Fig.5.11 にシミュレーション結果（実線）と実験結果（プロット）を示す．実験で
はそれぞれのアーム姿勢において，0.5kg と 1.0kg の２種類のおもりを手先に取付け，追加
の補償力を変えた時の各関節モータトルク総和を測定してプロットした．なお，実験に用
いた本機構では補償力発生モータは第１軸と同じ 40W のものを用いている．このように，
シミュレーション結果と実験結果の値と傾向はほぼ一致しており，補償力の効果とシミュ
レーションの妥当性が確認できた． 
 
  
(a) θ1 = 0 deg, θ2 = 0 deg,θ3 = 0 deg   (b) θ1 = 30 deg, θ2 = 45 deg,θ3 = 0 deg 
Fig.5.10  The relationship between payload and additional compensation force and total torque of 
joint 
 
  
(a) θ1 = 0 deg, θ2 = 0 deg,θ3 = 0 deg  (b) θ1 = 30 deg, θ2 = 45 deg,θ3 = 0 deg 
Fig.5.11  Simulation result and experimental result of the total torque on the additional 
compensation force 
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5.5 ６自由度アームへの拡張 
 Fig.5.12 に本アーム機構を利用した６自由度アームの設計例を示す．アームの根元に水平
回転軸として第０軸を配置し，第４軸と第５軸を本機構の手先に手首自由度として追加し
た．第０軸を水平回転軸とすることにより，アクチュエータはアーム重量を支えるトルク
を出力しなくてもよい．また，第４軸のアクチュエータは，第２軸のアクチュエータ付近
に配置しそこからタイミングベルトープーリで手首まで動力を伝達する．これにより，ア
ーム手先の質量増加を抑えることができ，さらにアクチュエータをカウンタウエイトとし
て利用できる．第５軸は必要トルクが小さいため，小型のアクチュエータを手先に配置す
る．Table 5.4 にこのアームの仕様を示す．このように，本重力補償機構を応用して，軽量
な６自由度のアームを構成できる． 
 
 
Fig.5.12  A design of the 6 degree of freedom arm equipped with gravity compensation mechanism 
 
Table 5.4  Specification of the 6DOF arm 
 
Arm Length [mm] L1=250, L2=247
-45 <θ0 < 60
0 <θ1 < 80
-90 <θ2 < 40 ((θ2 -θ3)≧-70)
-60 <θ3 < 90 ((θ2 -θ3)≧-70)
-45 <θ4 < 90
-110 <θ5 < 110
Joint0: Maxon EC45 flat (70W)
Joint1: Maxon EC45 flat (70W)
Joint2: Maxon ECmax22 (25W)
Joint3: Maxon ECmax22 (25W)
Joint4: Maxon ECmax22 (25W)
Joint5: Maxon RE16 (4.5W)
Payload [kg] 1.0
Weight [kg] 3.5 (Total), 2.0 (Movable Part) 
Range of
Motion [deg]
Actuator
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5.6 ３次元重力補償アームの安全に関する特性評価 
今回試作した重力補償アームと，３章で述べた各関節にアクチュエータを配置したアー
ムの仕様の比較結果を Table 5.5 に示す．また，本アームの機構的特徴と，機構的安全対策
との関係および評価を示す表を Table 5.6 に示す．まず，質量に関する項目については，３
章のモータ関節配置型アームと比較して，ほぼ同じサイズながら，重力補償アームの可動
部は質量を-60%とすることができている．また，アームの自重が軽くなった分，ほぼ同じ
出力のモータを使っていながら，アーム可搬重量はモータ関節配置型アームの２倍となっ
た．次に，出力に関する項目については，静止時の最大関節トルク総和（アーム水平に真
っ直ぐ伸ばした状態）で比較する．この結果より，関節トルク総和を-90％にできているこ
とがわかる．さらに，重力補償アームで最大可搬重量 1.0kg を持った時の関節トルク総和
は，モータ関節配置型アームで何も持っていない状態よりも関節トルク総和が低くできて
いることがわかる．次に構造の小型化に関する項目については，アームの平均断面積を-40%
することができている． 
本アームの提案機構のそれぞれの効果については，①シンプルな構成の３次元重力補償
機構が全体のモータ低出力化，構造の小型化に貢献しており，②アクチュエータをカウン
タウエイトとして利用できる構成によりモータ自重分の質量軽減および，モータ自重分の
トルク軽減を達成している．また，③２段階の重力補償機構によるコンパクト化はカウン
タウエイト側のリンク長減により，構造の小型化に貢献している．④手先の負荷に応じた
追加の重力補償については，手先負荷に応じてモータを高出力化しなくてよいことから，
モータ低出力化に貢献している． 
なお，これらの効果による質量特性を基にした接触許容速度の評価については，７章で
他のアームとまとめて行う． 
 
Table 5.5  Gravity compensation type vs actuator mounted type 
 
モータ関節
配置アーム
重力補償アーム
可搬重量 0.5 kg 1.0 kg
全質量 4.0 kg 3.4 kg
可動部質量
(グリッパ除く)
3.0 kg 1.1 kg
必要モータ出力
（アーム自重のみの
最大静止トルク総和）
10.8 Nm 1.1 Nm
必要モータ出力
（最大可搬重量時の
最大静止トルク総和）
13.1 Nm 5.6 Nm
最大到達距離 640mm 660mm
アーム上腕部分径 φ70 mm 30×60mm
アーム前腕部分径 φ60 mm 30×30mm
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Table 5.6  Relationship between Proposed Mechanism and Mechanical Safety Measure 
 
 
5.7 ３次元重力補償アームのまとめ 
本章では，人間共存ロボットに用いるための，３次元重力補償機構の原理，これを用い
たの軽量安全アーム設計試作，評価について述べた．本重力補償機構はパンタグラフ機構
を用い，カウンタウエイトとして関節駆動アクチュエータを用いることで，全体の質量を
小さくできる．さらに，パンタグラフ機構全体を根元で回転させ，モーメントを釣り合せ
るようにカウンタウエイトを配置することで，３次元の重力補償を実現できる．これを実
現するためのリンク長や重心位置等の関係を導出した．また，この機構をアーム設計にそ
のまま適用すると，カウンタウエイトの駆動領域が大きくなりすぎるため，ワイヤを用い
て補償力を付加する機構を構成することによって，アーム全体をできるだけコンパクトに
なるようにした． 
設計製作したアームの関節トルクシミュレーションから，従来の重力補償なしのアーム
に対して 15%から 25%の関節トルクでアームを構成できることを確認した．また，関節ト
ルク計測実験を行い，シミュレーション結果とほぼ同程度の値および傾向を示しており，
自重補償機構の効果およびシミュレーション方法，結果の妥当性が確認できた．さらに，
補償力調整機構により，手先負荷に応じた補償力制御を行うことによって，各関節で必要
なトルクを減らし，関節駆動モータの小型化が実現できることが分かった．またこの３自
由度アーム機構を応用した６自由度アーム機構の設計について述べた．さらに，３章で述
べたモータ関節配置型アームと比較し，質量の低減，モータ低出力化，構造の小型化につ
いて効果を確認し，提案機構のそれぞれの項目に対する効果の度合をまとめた． 
なお，これらの効果による安全に関する質量特性の評価については，７章で他のアーム
と共にまとめて述べる． 
  
質量の低減 モータ低出力化 構造の小型化
重力補償アーム全体 可動部質量
‐60%
必要トルク
-90%
アーム断面積平
均‐40％
①シンプルな構成の３次元重力補償機構 ◎
必要トルク
-90%
◎
アーム断面積平
均‐40％
②アクチュエータをカウンタウエイトとして
利用できる構成
○
モータ自重分
の質量軽減
○
モータ自重分のト
ルク軽減
③２段階の重力補償機構によるコンパクト化 ◎
カウンタウエイト
側のリンク長減
④手先の負荷に応じた追加の重力補償 ○
手先負荷に応じて
関節モータを大きく
しなくてもよい
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第６章 下面支持ハンド搭載アームの開発 
 
6.1 下面支持ハンド搭載アーム開発の目的 
本章では，人ロボット協働タスクの具体例として配膳片付け作業を検討しアームシステ
ムを提案する，なぜなら，人間共存空間での多様な物体のハンドリングが必要で，機能性
と安全性を両立しなけらばならず．新しい機構システムによる貢献が期待できるからであ
る．このような配膳片付け作業での多様な物体のハンドリングをターゲットとしたロボッ
トアーム（例えば，Fig.6.1 の写真に示すような宴会場等において，図右の概念図のような，
配膳片付けを行う作業ロボット用のアーム）開発について述べる．食器類の配膳，片付作
業に要求される課題として，多様な食器類を扱うハンドリング方法の開発（例えば，人間
は Fig.6.2 に示すように各食器類に応じた多様な把持方法をとる），および作業空間での人と
の共存時の安全性対策が挙げられる．従来，様々な形状の物体をハンドリングするために，
様々な多指ハンドが開発されてきた[6-1]～[6-7]．これらハンドの多くは，人間の手をモデ
ルとし，人の器用さを目指した開発が行われてきた．しかし，複雑な機構，制御，センシ
ングを必要とするため，様々な形状の物体を実用的にハンドリングするには至っていない．
また，人間が傍に存在する空間での使用を考えた場合，ハンドが複雑な機構で大きく重く
なると，それ自体も人との接触等での危険性が増す．さらにそれを支えるアームやロボッ
ト本体も出力の大きいモータを用いなければならないため，人間共存環境での作業では接
触の危険性がさらに増してしまうという問題が生じる．そこで，できるだけ単純な機構，
制御で，様々な種類の食器を安定してハンドリングする把持方法として，食器類を下から
支える戦略に注目した．この方法では，食器類の下に板状の，ハンドの一部をすべり込ま
せて，物体把持に必要な力の大部分を占める重力方向の力を支えることにより，食器類の
形状に依らない，安定したハンドリングを行うことができる．本章では，人間共存環境下
で食器類ハンドリングをターゲットとした，食器類を下から支えるハンド機構である，下
面支持ハンド(Under Supporting Extension Hand：以下 USE ハンドと呼ぶ)の開発について述べ
る． 
本アームの目標仕様をまとめた表を Table 6.1 に示す．３章で述べた通り，顔接触許容平
均速度は 250mm/s とし，可搬質量は 1kg とする．モータ出力（トルク）については，機構
的な安全対策を考慮して，モータ関節配置型アームよりも低くなることを目標とし，可動
範囲についてはモータ関節配置型アームと同程度の手先到達範囲とする． 
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Fig.6.1 A scene and image of service robot for tableware handling 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.6.2 Various tableware handling 
 
Table 5.1 Design Spec of Under Supporting Extension Hand 
 
 
 また，従来の多様な文体をハンドリングするアームの機構的な安全対策を考慮した場合
の問題についてまとめると以下のようになる． 
 ①把持力の増大によるアクチュエータ出力増 
 ②双腕化による重量増 
 ③多自由度のハンドを支えるアーム出力増 
 
項目 仕様
顔接触許容速度 150mm/s
（モータ関節配置型アームと同程度にする）
可搬重量 1 kg
モータ出力（トルク) 13.1 Nm以下
（モータ関節配置型アームよりも低くする）
可動範囲 最大到達距離 640mm 
（モータ関節配置型アームと同程度）
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 そこで，本研究ではそれぞれの問題に対して以下の機構を提案する． 
①下面支持ハンド 
②アームの途中からリンクを分岐する構造 
③干渉駆動機構 
 
なお，それぞれの提案機構と機構的安全対策との関係を Table 6.2 に示す． 
 
Table 6.2 Relationship between Mechanical Features and Safety Measure Items 
 
 
 
本節では，食器ハンドリング作業の定義と，それに伴う課題と解決方法として，新しいハ
ンド機構の提案を行い，6.2 節では，食器ハンドリングアームシステムの設計試作について
述べる．6.3 節では，提案するハンド機構の把持安定性を解析する．6.4 節では，アームの
干渉駆動機構の制御，および総トルク低減効果について述べ，システムの有効性を示す．
6.5 節では，食器ハンドリング実験結果，およびその考察について述べる． 
6.6 節では下面支持ハンド搭載アームの仕様を３章のモータ関節配置型アーム等と比較し
て，その特性評価について述べる．  
 
6.2 食器類把持のための下面支持ハンド機構 
本研究でターゲットとする，食器類の配膳，片付けにおいては，様々な形状の食器をテー
ブルに置く，あるいはテーブルから片付けるという作業を行わなければならない．そこで，
実際に使われるシーンを想定して，食器類を分類し，以下の４種類の食器を扱えるハンド，
およびロボットシステムの開発を目指すこととした． 
①平らな板状の食器（皿類，トレイ等） 
②椀形状食器（お椀，丼等，上部縁を持てるもの） 
③円筒状の食器（コップ，ビン等，水平方向から挟んで持つもの） 
④その他の小物（箸，カトラリー等） 
これらの形状的特徴に加えて，食器ハンドリングで要求される特徴として，以下の項目が
挙げられる． 
・形状，サイズの多様性 
・材質，表面状態（ザラつき，濡れた状態等）の多様性 
・料理や食残し等をこぼさない安定したハンドリング 
質量の低減 モータ低出力化 構造の小型化
①下面支持ハンド ○ ○
②アームの途中からリンクを分岐する構造 ○ ○
③干渉駆動機構 ○
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これらの特徴に対応した把持戦略を考えた場合，例えば皿の把持において，ハンドで皿の
端を大きな力で摘んで把持を行ったり，皿の両端を挟むようにして持つ方法が考えられる．
しかし，端を持つ場合は，皿が大きくなるとハンドに必要な力が大きくなり，皿の両端を
挟む場合においても，大きいハンドや場合によっては双腕ロボットが必要となる．この対
策として，皿など平らな形状の食器の把持において，人間が行う側面把持に着目し，把持
対象物の形状を皿に絞ることで，確実に把持を行えるシンプルなフック構造ハンドが提案
されている[6-8]．また，薄板を用いた爪を食器の下にもぐりこませるハンドリング手法も
提案されている[6-9]．この方法で，食器の反対側から力を加えて固定した状態で，爪状の
機構をもぐりこませるため，大きな食器を把持する場合において，その分大きなハンド機
構や双腕が必要となる．他にも爪を微小振動させることによって，片側からのアプローチ
で隙間に爪を挿入する手法も提案されているが[6-10]，挿入抵抗を完全になくすことはでき
ない．そこで本研究では，様々なサイズ，形状の食器類に対しても可能な限り一方向から
のアプローチで安定して把持することのできるコンパクトな機構を開発する． 
提案するハンド機構の概念図を Fig.6.3(a)に示す．本機構は，単純な開閉式グリッパ，お
よび把持対象物の自重を支えるための板状の部材から構成され，板状部材はアクチュエー
タで姿勢や位置を変えることができる．この機構を用いた手順は以下になる．まずグリッ
パにより皿を少し持ち上げる Fig.6.3(b)．この状態で板を皿の下に滑り込ませる Fig.6.3(c)．
そしてグリッパによって，板の方向に皿を少し押し付ける力を加えることにより，皿の水
平状態での安定把持が可能となる．ただし，完全な箱状の直方体はこの方法で持つことは
できないが，通常，皿やトレイの端には，グリッパで摘める程度の部位が存在する． 
本機構によれば，物体を把持し，かつ下から支えるという双腕的特長を有しつつも，ハ
ンドの自由度をできるだけ少なくして，大きなものを持つことができる．また，把持対象 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.6.3 The sequence of grasping a dish 
  
dish gripper
plate
link
active joint arm
(a)
(b)
(c)
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物の自重を支持機構で支えているため，グリッパの把持のために高出力アクチュエータを
用いる必要がない．また，この板はアームがいかなる姿勢をとっても水平とすることがで
きれば，簡単な制御で姿勢維持を実現できる．さらに，皿など，従来は持ちにくかった板
状の物体でも，把持を行うことができ，今回のターゲットである，食器類のハンドリング
作業に好適といえる． 
 
6.3 下面支持ハンド搭載アームシステム設計 
先述の特徴を持った USE ハンド，およびそのアーム機構の設計について述べる．本機構
では，グリッパの手先位置に対して，板を任意の位置で常に水平方向に移動させなければ
ならない．このためには，通常は３自由度の機構が必要となる．さらに，テーブル面に板
を押し付けながら水平方向に移動させる力制御も必要となる．３自由度を全て能動関節で
構成し，アクチュエータや力センサ等を手先付近に追加した場合，手先付近の重量増，お
よびアーム全体の重量増を招き，周囲環境や人との接触の可能性など危険性も増してしま
う．そこで，能動関節はできるだけ少なくし，アクチュエータもできるだけアームの根元
に配置する構成とする． 
概念構成図を Fig.6.4 に示す．このように，板を２つの能動回転軸（Joint-A1, Joint-A2）
を持つリンク(Link-A1, Link-A2)の先に取付ける．Joint-A1, Joint-A2 の２つの回転軸には，
アーム根元に配置したアクチュエータ(Motor-A1, Motor-A2) から，アーム各関節( Joint-2, 
Joint-3, Joint-4 )と共通の回転軸をもつ自由回転の中継タイミングプーリ，およびタイミン
グベルトを介して，動力伝達が行われる．これにより，手先にアクチュエータを追加する
ことなく，能動可動部を構成できる．また，アーム回転軸と，中継プーリの回転軸を一致
させることで，平行リンク系となり，Motor-A1, Motor-A2 の出力角度を固定することによ
って，板を常に同じ姿勢（例えば水平）に保つことが出来る．なお，手先に直動アクチュ
エータを配置する構成や，板面に対して垂直な回転軸を設けて皿の横から下に滑り込ませ
る構成も検討したが，アームの動きや周囲環境と板機構部ができるだけ干渉せず，また，
未使用時には板機構部を折り畳むことのできる，本リンク式機構を採用した． 
 次に，Fig.6.5 に，板機構部の動作説明図を示す．板の根元には受動回転軸 Joint-A3 があ
り，ねじりバネで板がテーブルに押し付けられる方向に常に力が加わっている．また，メ
カストッパで Link-A2 と板のなす角が一定以上にならないように構成されている．この構
成で，最初に折りたたまれた状態(a)から，(b)のように，Joint-A1，Joint-A2 を駆動して，
板の先端をテーブル面に押し付けるように位置制御する．このとき，ねじりバネの効果に
よって，テーブルに対する押し付け力が発生する．この状態で(c)のように，板をテーブル
面とほぼ平行を保ったまま，食器の下にすべりこませることができるので，テーブル面に
沿った動きを力制御を必要とせず，受動的に生成できる．なお，ねじりバネの選定につい
ては，ねじりバネ無しでも平滑なテーブル面の上では板の自重（50g）により滑りこませる
ことはできるが，テーブルクロスなどの厚手の生地がある場合，把持対象物の自重による
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Joint-A1
(Active)
(a) (b)
(c) (d)
Joint-A2
(Active)
Joint-A3
(Passive)
Torsion 
Spring
Stopper
Pressing Force
Pressing Force
沈み込み等の生地の変形により，滑りこませるときに板の先端が引っかかる場合があった．
そこで，基準の把持対象物として立方体を設定し，その質量を最大把持重量である 1kg と
設定し，４辺の縁の内の１辺にかかる自重 250g 相当と同じ力で生地を押し付けながら板を
滑りこませることとした．図４のようにJoint-A3の角度が90 degでメカストッパ接触時に，
板先端で 250g の押し付け力が発生するようにねじりバネを選定し，引っがかりの頻度が低
下することを確認した．ただし，金属等の固い物体で角のＲが極端に小さい場合は，すべ
り込ませることが難しい場合もある． 
次に，板が食器の下に滑り込んだ状態で，Joint-A3 を(d)のようにメカストッパが作用す
る位置になるように Joint-A1，Joint-A2 を制御すれば，持ち上げたときに食器の重量がか
かっても，一定の姿勢を保つことができる．このように，通常は３自由度必要である支持
機構を，受動機構を用いることによって２自由度で実現している． 
次に，本機構における食器類の各形状に対する把持パターンを Fig.6.6 に示す．①平ら
な板状の食器，②椀形状の食器（お椀，丼等，上部縁を持てるもの）については先述のと
おりである．一方，③円筒状の食器においては，グリッパで水平方向から力を加えて把持
し，下から板で支えて持つ．また，④その他小物については，従来は精密な把持が必要で
あったが，グリッパで押さえながら，板を滑り込ませることにより，精密把持の必要はな
く，下から支えて把持することができる．また，本機構によれば，箱形の物体も，グリッ
パで箱の反対側を押さえつつ，箱の下に板を滑り込ませることにより，把持することが可
能である．さらに，柔らかい形状や，不定形状の物体についても，下から支えることによ
り，形が崩れることなく，把持を行うことができる．このように対象物の形状に応じてア
ームおよび支持機構の動作を変えることによって，様々な形状の物の把持が可能である．
このように，アームの途中からリンクを分岐する構造とすることで，双腕にせずとも把持
対象物を把持し，かつ下から支えたり，大きな把持対象物を挟んで持つ動作も可能となり，
システムの質量の低減，構造の小型化を実現している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.6.4 The mechanism outline figure of a system  Fig.6.5 Details in hand part 
Joint-1
Joint-2
Joint-3Joint-4
Joint-5
Motor-A2Motor-A1
Link-A1
Link-A2
Plate
Timing Belt
Timing Belt
Joint-A1
Joint-A2
Joint-A3
Stopper
Torsion 
Spring
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Fig.6.6 The pattern of grasping tableware 
 
 実際に試作したアームシステムを Fig.6.7 に示す．今回提案する機構の検証のため市販の
５自由度アーム(katana アーム)をベースとして，リンク等の機構を追加した．アクチュエ
ータは，30W のものを２個根元に配置し，板部では 2kg の食器まで支えられるように設計
した．また，このアームを搭載し，テーブルの配膳，片付けを行う移動ロボットシステム
を Fig.6.8 に示す．このロボットは，全方向移動が可能であり，さらに，アームが載る台は
上下移動を行うため，皿の水平，高さ位置に手先位置を合わせることができる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.6.7 The arm for handling tableware  Fig.6.8 The mobile robot for handling tableware 
 
  
Grasping a dish Grasping a cylindrical object Grasping a soft object
Grasping a cutlery Grasping a box-like object
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6.4 下面支持ハンドの把持安定性の解析 
 本機構による食器把持の安定性を解析し，これを考慮した動作制御を行う．まず，Fig.6.9
に示すように丸皿のモデリングを行った．皿の底面の半径 R，皿の縁の径 r，皿の縁の傾き
θとする．皿は２次元の断面モデルとし厚さは無視する．皿の原点を底の中心とし，重心
も同じ位置とする．まず，Fig.6.9(a)のように，皿の端を平行２指グリッパで持つことを考
える．平行２指グリッパで持つ部分の長さ w とする．安定性については，凸多面錐理論[11]
に基づく許容力集合をもとに評価を行う．ここで許容力は，把持されている皿の重心に外
力を加えた場合，把持が外力に耐えられなくなり，皿が把持から外れる時の外力とする． 
ハンドと皿の接触は，図の P1から P4とし，把持状態をグリッパ先端と皿の端部それぞれの
位置でグリッパが皿を挟んで２点で接触したとし，合計４点で接触しているという状態で
表し簡易化する．今，接触点 Pi の位置座標を，xiとすると， 
T
T
T
T
wrwrx
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wrwrx
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          （6-1） 
接触点 i において，垂直抗力 Niがかかったとすると，面方向に摩擦力μiNiが発生する．よ
って，各接触点での垂直抗力と摩擦力の合力は Fig.6.9 に示す錐の中に入る．この合力を錐
の稜線方向単位ベクトル uiα，uiβを用いて，
)1N0,0( 2i，ここで，　　 iiiiiiiii uu    と表す．座標 xiの点に
おいて，単位ベクトル ui方向に加わる力（大きさ fi）が座標原点に及ぼす並進力 Fix,Fiyと
モーメント Miは，以下の式（6-2）で表される． 
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       （6-2） 
以上より，各点での接触力から，皿座標原点にかかる合計の並進力，モーメントが計算で
きる． 
これが外力に対する反力となる．通常皿などを運ぶ場合，平行移動が多いと考えられる
ので，モーメントよりも，並進力の外力に対する安定性を評価する．今，R = 100 mm，r = 50 
mm，θ = 20 deg，w = 20 mm，α = 20 deg，Mi= 0 Nm とし，さらに摩擦係数μは基礎実験
により 0.6 とし，ハンドアクチュエータ出力の制限を考慮するため，式（6-3）のように各
点での垂直抗力の和を 20 N とする． 
20
i
iN             （6-3） 
 許容力集合は数値計算により総当りで求めた．結果を Fig.6.10(a)に示す．このように，特
に重力方向において，許容力が小さい．これは皿の端を持つことにより，ハンドにかかる
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モーメントに起因する力が大きくなることによる．一方，水平方向の許容力は摩擦により，
重力方向よりも大きくなっており，水平方向には安定して把持できることがわかる． 
次に提案する機構での安定性を見る．このときのモデリングを Fig.6.9(b)に示す．皿と板
の接触は平面分布ではなく板の先端(P5)および皿の端(P6)の２点とし，簡易化する．つま
りこの場合は，接触点が６個となる．また，この板と皿の接触点における摩擦係数μは 0.
とする(μ5, μ6 = 0)．これは，板を皿の下に滑り込ませるために，板の表面は滑りやすい材質
とするためである．ここで，垂直抗力 Niの合計を(a)，(b)で同じとし（式（3）），出力を揃
えて比較する．以上の条件により求めた許容力集合を Fig.6.10(b)に示す．本機構により，
大幅に安定な領域が広がったことがわかる．特に重力(-y)方向において，ほぼ 6 倍の並進
力が許容されている． 
また，本機構においては，板の先端位置 s によって，把持安定性は異なる．そこで，板
の先端位置と把持安定性の関係を求める．上述の方法と同様にして求めた許容力集合を
Fig.6.11に示す．このように板の先端が重心位置にある時，把持安定性は大きくなる．実際
には，大きな皿の場合は重心位置まで板の先端を持ってくるのは困難であるが，少しでも
皿の下に板を滑りこませることによって，大幅に把持安定性が増大することがわかる．よ
って，効率的に作業を行うためには，要求される把持安定性，皿の重量，ハンドの把持力
などを元に板の位置を制御すればよい． 
 以上，本機構により把持トルクを下げることができるため，アームのモータ低出力化を
実現できる． 
 
(a) Grasping by only parallel 2 finger gripper 
 
 
(b) Grasping by a parallel 2 finger gripper and a plate 
Fig. 6.9  The coordinate system of grasping a plate 
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(a) Grasping by only two-finger gripper                (b) Grasping by Use Hand  
Fig. 6.10. Admissible external force set 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.6.11 Stability by the position of the tip of plate 
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6.5 下面支持ハンドのトルク軽減効果の検証 
 本システムは必要なモータ出力とモータ数を抑えるため，各関節の出力を複数のモータ
で配分する干渉駆動機構[6-12]を採用した．この機構を制御するため，関節とモータの角度，
トルクの関係を導出する．ここで，Fig.6.4 のように関節を定義したとして（ただし，ねじ
り方向の関節軸は省略する），各モータ回転角度θmと，各関節角度θjの間には，機構より
式（6-4）のような干渉行列 mTj で表される関係がある（ただし，タイミングベルト，プー
リ伝達機構の減速比は全て 1:1 とする）．この式(6-3)をもとに，各モータの関節角制御を行
う．  また，把持対象物の重量に起因するモータトルクτm と関節トルクτj との関係は，
仮想仕事の原理により，式（6-4）の干渉行列の転置行列によって，式（6-5）ように求まる． 
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ただし，式（6-5）は，タイミングベルト－プーリ機構での損失を考慮しておらず，ベルト
－プーリ１組あたりの効率をηとすると式（6-6）のように表せる． 









































2
1
4
3
2
4
33
22
2
1
4
3
2
0000
000
00100
010
001
Am
Am
m
m
m
Aj
Aj
j
j
j














           （6-6） 
よって，式（6-6）の逆行列より， 
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O
となり，各ジョイントにかかるトルクから，モータトルクを算出できる． 
本アーム機構ではモータを根元に配置し，干渉駆動を行うことにより，食器を把持する
場合にシステムで必要な総トルクを減少させる設計である．そこで，把持対象物の重量に
起因するモータトルクの絶対値の和を，干渉駆動機構を追加していない katana アーム単独
で食器を把持する場合（Fig.6.12(a)）τa_all と，干渉駆動機構を追加した場合(Fig.6.12(b))
τb_allを比較する．主な作業範囲における，各手先位置での関節角を求め，静的に必要な関
節トルクを算出し，式（6-6）を用いて，各モータトルクに変換することで，各手先位置で
必要なモータトルクの和を求める．今，効率をη=0.9 とし，Fig.6.12 のように，質量 1kg
で縁の角度が 45(度)の皿を保持する場合の，各手先位置で必要なモータトルクの総和を，
従来の機構と本提案の機構でそれぞれマッピングした結果を Fig.6.13 に示す．このグラフ
は必要なトルク総和が大きい程，赤い色で表示している．本アーム機構における，実際の
手先軌道生成においては，Fig.6.13(b)のマップを利用しトルク総和が小さくなるように手先
軌道経路を決定すればよい． 
また，Fig.6.13 の結果を元に，従来と本機構のモータトルク総和の比τb_al／τa_allをマッ
ピングしたものを Fig.6.14 に示す．このグラフでは，τb_al／τa_allが小さいほど，青い色で
表示している．このように，ほとんどの領域において，把持対象物の重量に起因するモー
タトルクの総和は減少し，従来と比較して約７割のトルクで食器の把持を行えることがわ
かる． 
よって，本機構では，モータを２つ追加しているが，katana アームの出力も含めた総出
力的には，従来の機構よりも小さくすることができる．また，従来の機構で様々な形状，
重量の物体を把持しようとすると，グリッパ部は複雑な多自由度機構となり，必要なモー
タトルクがさらに増える可能性もあるため，本機構が有利といえる． 
以上，本干渉駆動機構により，必要なモータトルクが軽減されるためアームのモータ低
出力化を実現できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) The conventional mechanism    (b) A new arm mechanism 
Fig.6.12 The type of two arms  
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(a) The conventional mechanism   (b) A new arm mechanism  
Fig.6.13 The map of the total torque 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.6.14 The map of the ratio of total torque 
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6.6 食器ハンドリング実験 
製作したアームによる動作検証のための基礎実験を行った．まず，Fig.6.15 に皿の把持の
様子を示す．なお，皿の形状，位置は本来はセンサなどを用いて検出するが，今回は，機
構動作確認のためこれらの情報はあらかじめ与えてあり，これをもとに手先，リンク軌道
制御を行った．皿に対してグリッパは横からアプローチを行い皿の端を持って持ち上げた
後，リンクを駆動させて板を皿の下に滑り込ませる．ただし，皿の高さが低いと，グリッ
パの指が皿の下に入らず，皿の端を持てないことも考えられる．このような場合は，例え
ばFig.6.16に示すように，皿が移動しないように板側と反対側からグリッパで押さえつつ，
板を皿の下に滑り込ませることができる．同様に，細かい小物類の箸，カトラリー類も，
移動しないようにグリッパで反対側から把持対象物を押さえながら板を滑り込ませて，板
に載せて移動させることもでき，精密な位置姿勢を検出しなくても，カトラリーの回収な
どが行える．次に，トレイの把持の様子を Fig.6.17 に示す．皿と同じように把持を行い，
トレイの姿勢を保ったまま移動させる一連の動作を示している．このように，従来のハン
ドでは把持が困難であったトレイについても安定した把持を行い，移動させられることを
確認できた．さらに，円筒物体の把持の様子を Fig.6.18 に示す．この場合は，グリッパで
水平方向から円筒をつかみ．その後，板を円筒物体の下に滑り込ませて把持を行う．この
ように，高さのある円筒物体でも安定して把持，移動が行えることを確認できた．さらに，
箱の把持の様子を Fig.6.19 に示す．この場合は，箱の下に板を滑りこませるために，ハン
ドで箱の反対側を支持する．この状態で板を滑りこませ箱を把持できることを確認した． 
以上の実験により，皿，トレイ，円筒物体，箱の従来は一つのハンドでは困難であった
様々な種類の物体の把持が容易に行えることが確認できた． 
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(a)                             (b) 
 
(c)                            (d) 
Fig.6.15 Experimental result of grasping a dish 
 
 
(a)                          (b) 
 
(c)                          (d) 
Fig.6.16 The experimental result of grasping a dish 
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(a)                         (b)                       (c) 
 
    
(d)                         (e)                       (f) 
Fig.6.17 The result of grasping and handling a tray 
 
  
(a) (b) 
 
  
(c)                          (d) 
Fig.6.18 The result of grasping a cylindrical object 
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(a)                          (b) 
 
 
(c)                          (d) 
Fig.6.19 The result of grasping a box 
 
6.7 下面支持ハンド搭載アームの安全に関する特性評価 
今回試作した下面支持ハンド搭載アームと，３章で述べた各関節にアクチュエータを配
置したアームとの仕様の比較結果を Table 6.3 に示す．また，本アームの機構的特徴と，機
構的安全対策との関係および評価を示す表を Table 6.4 に示す．まず，質量に関する項目に
ついては，３章のモータ関節配置型アームと比較して，下面支持ハンド搭載アームの可動
部は質量はほぼ同じとなっている．ただし，下面支持ハンド機構により，アーム可搬重量
はモータ関節配置型アームの２倍となった．次に，出力に関する項目については，静止時
の最大関節トルク総和（アーム水平に真っ直ぐ伸ばした状態）で比較する．この結果より，
関節トルク総和を-28％にできていることがわかる．次に構造の小型化に関する項目につい
ては，単体でアーム平均断面積比較すると下面支持ハンド搭載アームはモータ関節配置型
アームの２倍となっている．しかしながら，多様な形状の物体を扱うために大型で重い多
関節グリッパに変更して，可搬重量を２倍にしようとすると，さらに高出力の大型なアー
ムが必要であり，また，大型の物体を把持しようとすると双腕にしなければならない等，
同等の機能を実現しようとすると実際には，これ以上のアームシステムの大型化が必要で
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ある可能性があり，下面支持ハンド搭載アームにより構造の小型化は実現できていると考
えられる． 
本アームの提案機構のそれぞれの効果については，①下面支持ハンドがハンドを多指多
自由度化せずに様々な物体の把持を可能としたことによる，質量の軽減化と，把持力の軽
減によるモータ低出力化に貢献している．また，②アームの途中からリンクを分岐する構
造は，双腕化せずに単腕での把持を可能としたことによる，質量の軽減化と構造の小型化
に貢献している．さらに，③干渉駆動機構については，アーム関節トルク総和を抑えるこ
とによるモータ低出力化に貢献している． 
なお，これらの効果による質量特性を基にした接触許容速度の評価については，７章で
他のアームとまとめて行う． 
 
Table 6.3  Under Supported Extension Type vs Actuator Mounted Type 
 
 
Table 6.4  Relationship between Proposed Mechanism and Mechanical Safety Measure 
モータ関節
配置アーム
下面支持ハンド
搭載アーム
可搬重量 0.5 kg 1.0 kg
全質量 4.0 kg 5.0 kg
可動部質量
(グリッパ含む)
3.6 kg 3.7 kg
必要モータ出力
（アーム自重のみの最大
静止トルク総和）
10.8 Nm 7.8 Nm
必要モータ出力
（最大可搬重量時の
最大静止トルク総和）
13.1 Nm 12.8 Nm
最大到達距離 640mm 660mm
サイズ評価
（アーム平均断面サイズ）
Φ65mm 120mm×60mm
質量の低減 モータ低出力化 構造の小型化
下面支持ハンド搭載アーム全
体
可動部質量
+3%
把持力の軽減
-83%
アーム関節トルク総和
-28%
双腕化せずに
単腕での把持を
可能とした
①下面支持ハンド ○
ハンドを多指多自由度
化せずに様々な物体
の把持を可能とした
○
把持力の軽減
-83%
②アームの途中からリンクを
分岐する構造
○
双腕化せずに単腕で
の把持を可能とした
○
双腕化せずに
単腕での把持を
可能とした
③干渉駆動機構 ○
アーム関節トルク総和
-28%
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6.8 下面支持ハンド搭載アームのまとめ 
本章では，人ロボット協働タスクの具体例としてテーブル配膳片付け作業を行うロボッ
トの開発を目指し，食器類を安定把持することのできるハンド機構，およびアームシステ
ムの設計について述べた．本機構の特徴である，把持対象の下に板を滑り込ませることに
よって，簡易な機構および制御で食器として用いる様々な形状の物体を安定に把持できる
ことを解析および実験により確認した．さらに，大きなアクチュエータを用いることなく，
また，モータをアームの根元に配置した干渉駆動機構の採用により，所望の可搬重量を実
現する食器ハンドリングシステムの設計試作を行い，把持実験から本機構の有効性を確認
した． さらに，３章で述べたモータ関節配置型アーム等と比較し，質量の低減，モータ低
出力化，構造の小型化について効果を確認し，提案機構のそれぞれの項目に対する効果の
度合をまとめた． 
なお，これらの効果による安全に関する質量特性の評価については，７章で他のアーム
と共にまとめて述べる． 
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第７章 各アームの安全に関する特性評価 
 
 本章では，４章から６章まで述べてきたアームの機構と安全性に関する機構的対策（質
量の低減，モータ低出力化，構造の小型化）についての評価をまとめる．さらに，各アー
ムの質量特性を２章の方法で評価し，可動範囲における接触時の伝達エネルギーの分布お
よび安全な速度について検証する． 
 
7.1 各アームの機構と安全性の評価 
 まず，第４章から第６章で提案したアームの機構と安全性に関する機構的対策（質量
の低減，モータ低出力化，構造の小型化）についての評価をまとめたものを Table 7.4 に示
す．ワイヤ駆動アームは，可動部質量－70%を達成し，質量の低減効果が最大であった．ま
た，モータの低出力化についても高い効果が見られた．重力補償アームは，静止時に必要
な最大トルク-90%を達成し，モータの低出力化効果が最大であった．また，質量の低減に
ついても高い効果が見られた．下面支持ハンド搭載アームについては，把持力の軽減や関
節トルクの軽減によるモータの低出力化や，トレイなどの大型把持対象物を把持するため
に双腕化せずに単腕での把持を可能としたことにより，構造の小型化の効果があった． 
 
Table 7.1 Relationship between Proposed Mechanism and Mechanical Safety Measure 
 
 
  
質量の低減 モータ低出力化 構造の小型化
ワイヤ駆動アーム ◎
可動部質量
-70%
○
必要トルク
-53%
○
アーム直径
-10mm
重力補償アーム ○
可動部質量
-60%
◎
必要トルク
-90%
○
アーム断面積平均-40％
下面支持ハンド搭載アーム △
可動部質量
+3%
○
把持力の軽減
-83%
アーム関節トルク総和
-28%
（○）
双腕化せずに単腕での
把持を可能とした
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7.2 ワイヤ駆動アームの質量特性 
次に４章から６章まで述べてきたアーム機構の質量特性を２章の方法で評価し，可動範
囲における接触時の伝達エネルギーの分布および安全な速度について検証していく． 
ワイヤ駆動アームの質量特性の評価は以下の条件において行う． 
・手首の３軸分の関節は固定とする． 
手先速度への影響が大きい，肩と肘の合計４軸分の関節を動かすものとして行う． 
・力の作用点はハンドの先端とする．作用点の並進速度を考える． 
今，座標系を Fig.7.1 のように，ＤＨ法で設定し，図のようなリンクパラメータとする． 
なお，ベース座標系はθ1 = 0 deg の時の第 1 軸座標系と同一とする． 
 
 
i ܿ௜[mm] ߙ௜[deg] ݀௜[mm] ߠ௜[deg] 
1 0 0 0 ߠଵ 
2 -120 90 0 ߠଶ+90 
3 0 90 210 ߠଷ 
4 0 -90 0 ߠସ 
 
 
 
 
 
Fig.7.1 Link Parameter 
 
 
第 j 軸の方向から第 j 軸の方向への回転行列をࡾ࢐࢏とすると，それぞれの回転軸の方向の変換
行列は式(7-1)のように表される． 
ࡾ૚૛ ൌ ܀ܢሺߠଵሻ	܀ܠሺ90ሻ 
ࡾ૛૜ ൌ ܀ܢሺߠଶ ൅ 90ሻ	܀ܠሺ90ሻ       (7-1) 
ࡾ૜૝ ൌ ܀ܢሺߠଷሻ	܀ܠሺെ90ሻ 
よって各軸の方向ベクトルࢇ࢏をベース座標系で表すと，式(7-2)のようになる． 
ࢇ૚ ൌ ൭
0
0
1
൱ , 		ࢇ૛ ൌ ࡾ૚૛ 	൭
0
0
1
൱ , 										ࢇ૜ ൌ ࡾ૚૛	ࡾ૛૜ 	൭
0
0
1
൱ , ࢇ૝ ൌ ࡾ૚૛	ࡾ૛૜	ࡾ૜૝ 	൭
0
0
1
൱  (7-2) 
各リンクのベース座標系での慣性テンソルࡵ࢏ [kgm2]はそれぞれ式(7-3)のように表される． 
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ࡵ૚ ൌ ൭
0.00189 0.00098 0.00112
0.00098 0.00197 0.00146
0.00112 0.00146 0.00558
൱ 
ࡵ૛ ൌ ࡾ૚૛ࢀ ൭
0.00026 0.00011 0.00009
0.00011 0.00028 0.00008
0.00009 0.00008 0.00014
൱ࡾ૚૛     (7-3) 
ࡵ૜ ൌ ൫ࡾ૚૛	ࡾ૛૜൯ࢀ ൭
0.00122 0.00006 0.00002
0.00006 0.00135 0.00003
0.00002 0.00003 0.00009
൱ࡾ૚૛	ࡾ૛૜ 
ࡵ૝ ൌ ൫ࡾ૚૛	ࡾ૛૜	ࡾ૜૝൯ࢀ ൭
0.03775 0.00122 0.00985
0.00122 0.00228 0.00105
0.00985 0.00105 0.03614
൱ࡾ૚૛	ࡾ૛૜	ࡾ૜૝ 
関節軸jからリンクiの重心までのベクトルｒܒܑ は式(3-7)と同様に求まり，3.3節と同様にして
手先位置に関する一般化慣性楕円体が求まる．これよりアーム手先の接触方向の仮想質量
が求まる．Fig.7.2に手先位置における仮想質量最大値の分布を示す．なお，２次元平面上
（ベース座標系のZ-X平面）で傾向を確認するため，アーム姿勢のߠଵとߠଷは0とし，ߠଶとߠସを
変えて解析を行った．この分布の平均値をとると，2.29kgとなった．また，この分布を見
ると，手先位置がアーム基部から離れるほど仮想質量が大きくなる傾向があることがわか
る．さらに，許容接触エネルギー内での最大速度の分布をFig.7.3(上腕接触を考慮した場合)，
Fig.7.4(顔接触を考慮した場合)に示す．なお，Fig.7.3の最大速度の平均値は0.85m/s，また
Fig.7.4の最大速度の平均値は0.26m/sであり，目標としていた0.25m/sを達成している． 
 次にアームの関節速度で評価する．式(2-5)で表される接触許容エネルギーとの比率ݎாを
求めてプロットした結果をFig.7.5，Fig.7.6に示す．Fig.7.5は，上腕接触を基準として可動
範囲にわたってݎா ൏ 1となる関節速度（ െ 78deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 78deg/s）を総当りで求め，この
速度条件のもとでݎாをプロットしたものである．また，Fig.7.6は，顔接触を基準として可
動範囲にわたってݎா ൏ 1となる関節速度（ െ 30deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 30deg/s）を総当り的に求め，
この速度条件のもとでݎாをプロットしたものである．この関節速度以内で動作させれば，そ
れぞれの接触許容エネルギー以下でアームを駆動できることになる．また，エネルギーの
分布を見ると，θ2軸から離れるにしたがってエネルギーは大きくなっており，さらにθ1
軸線上から離れるにしたがってエネルギーが大きくなっている．関節構成がモータ関節配
置型アームと似ているため，似たような分布の傾向となっている． 
３章で述べたモータ関節配置型アームと比較した表をTable 7.1に示す．またグラフにし
たものをFig.7.7に示す．この結果より，ワイヤ駆動アームのほうが，仮想質量を約64%に
低減でき，約1.5～1.7倍の速度で駆動できることがわかり，質量特性の向上度合がわかる． 
Fig.7.8に各機構の効果とそれによる安全性を考慮した特性向上結果の関係を示す．各機
構の効果により，質量の低減，モータの低出力化，構造の小型化が図られ，その結果，本
節で述べたような安全性を考慮した特性の向上が見られた．代表的なものとして，仮想質
量は基準アームと比較して，－36％，顔を考慮した接触許容速度は ＋73％となっている． 
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Fig.7.2 Virtual Mass (Average 2.29kg) 
  
Fig.7.3 Max Velocity (upperarm, Average 0.85m/s)  Fig.7.4 Max Velocity (face, Average 0.26m/s) 
   
 
 
 
Fig.7.5 Evaluation result (upper arm)    Fig.7.6  Evaluation result (face) 
θ1=0deg, -210deg<θ2<0deg, θ3=0deg, 
 -120deg<θ4<0deg, 
െ78deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 78deg/s 
θ1=0deg, -210deg<θ2<0deg, θ3=0deg, 
 -120deg<θ4<0deg, 
െ30deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 30deg/s 
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Table 7.2 Simulation Result 
 仮想質量平均 平均接触許容手先速度 接触許容関節速度 
  上腕基準 顔基準 上腕基準 顔基準 
モータ関節配置型
アーム（基準） 
3.57 kg 0.58 m/s 0.15 m/s 52 deg/s 20 deg/s
ワイヤ駆動アーム 2.29 kg 0.85 m/s 0.26 m/s 78 deg/s 30 deg/s
基準からの比率 64 % 149 % 173 % 156 % 157 % 
 
    
 
Fig.7.7 Simulation Result 
 
  
Fig.7.8 Features of the mechanism and its effect 
3.57
2.29
モータ関節配置型
アーム（基準）
ワイヤ駆動
アーム
仮想質量平均 [kg]
0.58
0.15
0.85
0.26
上腕基準 顔基準
平均接触許容手先速度[m/s]
モータ関節配置型
アーム（基準）
ワイヤ駆動
アーム
52
20
78
30
上腕基準 顔基準
接触許容関節速度 [deg/s]
モータ関節配置型
アーム（基準）
ワイヤ駆動
アーム
仮想質量平均 －36%
許容速度（顔） ＋73%
・ワイヤ経路の工夫、
ワイヤ自由度配置、
絞り機構
・張力自動調整機構
・オフセット関節
質量の低減
モータ低出力化構造の小型化
90 
 
7.3 重力補償アームの質量特性 
重力補償アームの質量特性の評価は以下の条件において行う． 
・３軸分の関節を動かすものとして行う． 
・Fig.7.4 の Link4 の質量は無視する． 
・アーム先端に他のアームと同様の 600g の重量のハンドを取り付けたものとする． 
・力の作用点はハンドの先端とする．作用点の並進速度を考える． 
今，座標系を Fig.7.9 のように，ＤＨ法で設定し，図のようなリンクパラメータとする．な
お，Link2 に関する座標系を i=2，Link3 に関する座標系を i=2’とする， 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.7.9 Link Parameter 
 
第 j 軸の方向から第 j 軸の方向への回転行列をࡾ࢐࢏とすると，それぞれの回転軸の方向の変換
行列は式(7-4)のように表される． 
ࡾ૚૛ ൌ ܀ܢሺߠଵሻ	܀ܠሺെ90ሻ 
ࡾ૛૜ ൌ ܀ܢሺߠଶሻ        (7-4) 
よって各軸の方向ベクトルࢇ࢏をベース座標系で表すと，式(7-5)のようになる． 
ࢇ૚ ൌ ൭
0
0
1
൱ , 		ࢇ૛ ൌ ࡾ૚૛ 	൭
0
0
1
൱ , 										ࢇ૜ ൌ ࡾ૚૛	ࡾ૛૜ 	൭
0
0
1
൱    (7-5) 
各リンクのベース座標系での慣性テンソルࡵ࢏ [kgm2]はそれぞれ式(7-6)のように表される． 
  
i ܿ௜[mm] ߙ௜[deg] ݀௜[mm] ߠ௜[deg] 
1 0 0 0 ߠଵ 
2 0 90 50 ߠଶ 
2’ 0 90 50 ߠଷ 
3 -250 0 0 ߠଷ 
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ࡵ૚ ൌ ൭
0.00007 0.00001 0.00001
0.00001 0.00008 0.00001
0.00001 0.00001 0.00010
൱ 
ࡵ૛ ൌ ࡾ૚૛ࢀ ൭
0.00088 0.00052 0.00048
0.00052 0.02507 0.00988
0.00048 0.00988 0.02456
൱ࡾ૚૛     (7-6) 
ࡵ૛′ ൌ ࡾ૚૛ࢀ ൭
0.00266 0.00052 0.00101
0.00052 0.00103 0.00085
0.00101 0.00085 0.00283
൱ࡾ૚૛ 
ࡵ૜ ൌ ൫ࡾ૚૛	ࡾ૛૜൯ࢀ ൭
0.02562 0.00121 0.00652
0.00121 0.00252 0.00107
0.00652 0.00107 0.02443
൱ࡾ૚૛	ࡾ૛૜ 
 
アーム全体の慣性テンソルは式(7-7)のように表わされる． 
 
 
         (7-7) 
 
 
 
各軸の座標系で表した重心座標を݈௚௜としこの同次座標表現を， 
࢒ࢍ࢏′ ൌ ൬࢒ࢍ࢏૚ ൰        (7-8) 
とすると，関節軸 j からリンク i の重心までのベクトルｒܒܑ の同次座標表現ｒ′ܒܑ は式(7-9)の
ように表される． 
࢘′૚૚ ൌ ࢀ૚૙	࢒ࢍ૚′ 
࢘′૚૛ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	࢒ࢍ૛′, ࢘′૛૛ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	࢒ࢍ૛′ െ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚ ቌ
૙
૙૙
૚
ቍ 
࢘′૚૛′ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛ᇲ૚ 	࢒ࢍ૛ᇲ′, ࢘′૛૛′ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛ᇱ૚ 	࢒ࢍ૛ᇱ′ െ ࢀ૚૙	ࢀ૛ᇱ૚ ቌ
૙
૙૙
૚
ቍ 
࢘′૚૜ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	࢒ࢍ૜′, ࢘′૛૜ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	࢒ࢍ૜′ െ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚ ቌ
૙
૙૙
૚
ቍ ,
࢘′૜૜ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛	࢒ࢍ૜′ െ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛ ቌ
૙
૙૙
૚
ቍ 
         (7-9) 
ࡴ ൌ ࡭૚ࢀࡵ૚࡭૚ ൅ ݉ଵ࡮૚ࢀ࡮૚ ൅ ࡭૛ࢀࡵ૛࡭૛ ൅ ݉ଶ࡮૛ࢀ࡮૛ ൅ ࡭૛ࢀࡵ૛′࡭૛
൅ ݉ଶ′࡮૛′ࢀ࡮૛′ ൅ ࡭૜ࢀࡵ૜࡭૜ ൅ ݉ଷ࡮૜ࢀ࡮૜ 
࡭૚ ൌ ሾࢇ૚, ૙, ૙ሿ, ࡭૛ ൌ ሾࢇ૚, ࢇ૛, ૙ሿ, ࡭૜ ൌ ሾࢇ૚, ࢇ૛, 	ࢇ૜ሿ, 	 
࡮૚ ൌ ൣ࢈૚૚, ૙, ૙൧, ࡮૛ ൌ ሾ࢈૚૛, ࢈૛૛, ૙ሿ, ࡮૛′ ൌ ሾ࢈૚૛′, ࢈૛૛′, ૙ሿ, ࡮૜ ൌ ሾ࢈૚૜, ࢈૛૜, ࢈૜૜ሿ 
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よって，式(2-9)からアーム全体の慣性テンソルを求めることができる．次に，ベース座標
で表した手先位置を࢞，࢞の同次座標表現を࢞′，第３軸の座標系で表した手先座標を݈௧௜௣とす
ると， 
࢞′ ൌ ࢀ૚૙	ࢀ૛૚	ࢀ૜૛ 		ቀ࢒࢚࢏࢖૚ ቁ       (7-10) 
式(7-10)よりヤコビ行列 ࡶࢍሺࣂሻ が求まり，式(2-10)で手先位置に関する一般化慣性楕円体
が求まる．これよりアーム手先の接触方向の仮想質量が求まる．Fig.7.10に手先位置におけ
る仮想質量最大値の分布を示す．なお，２次元平面（ベース座標系のZ-Y平面に投影）上で
傾向を確認するため，アーム姿勢のߠଵは0とし，ߠଶとߠଷを変えて解析を行った．この分布の
平均値をとると，2.23kgとなった．また，この分布を見ると，手先位置がアーム基部に近
い場合と，遠くにある場合が仮想質量が大きくなっていることがわかる．さらに，許容接
触エネルギー内での最大速度の分布をFig.7.11(上腕接触を考慮した場合)，Fig.7.12(顔接触
を考慮した場合)に示す．なお，Fig.7.11の最大速度の平均値は0.86m/s，また，Fig.7.12の
最大速度の平均値は0.27m/sであり，目標速度の0.25m/s以上を達成している． 
 次にアームの関節速度で評価する．式(2-5)で表される接触許容エネルギーとの比率ݎாを
求めてプロットした結果をFig.7.13，Fig.7.14に示す． Fig.7.13は，上腕接触を基準とした
比率であり，Fig.7.14は，顔接触を基準とした比率である．Fig.7.13は，上腕接触を基準と
して可動範囲にわたってݎா ൏ 1となる関節速度（ െ 98deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 98deg/s）を総当りで求
め，この速度条件のもとでݎாをプロットしたものである．また，Fig.7.14は，顔接触を基準
として可動範囲にわたってݎா ൏ 1となる関節速度（ െ 40deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 40deg/s）を総当り的
に求め，この速度条件のもとでݎாをプロットしたものである．この分布を見ると，θ2軸か
ら離れるにしたがってエネルギーは大きくなっている．また，θ1軸の影響については，図
中のエネルギーの等高線がθ１軸位置を長軸とした楕円の一部に近い形状となっており，や
はり，θ1軸から離れるにつれてエネルギーが大きくなっていることがわかる．この関節速
度以内で動作させれば，それぞれの接触許容エネルギー以下でアームを駆動できることに
なる．３章で述べたモータ関節配置型アームと比較した表をTable 7.2に示す．またこれを
グラフにしたものをFig.7.15に示す．この結果より，重力補償型アームのほうが，仮想質量
を約62%にでき，手先速度は約1.5～1.8倍，関節速度換算で約1.8～2.0度で駆動きることが
わかり，質量特性の向上度合がわかる． 
Fig.7.16に各機構の効果とそれによる安全性を考慮した特性向上結果の関係を示す．各機
構の効果により，質量の低減，モータの低出力化，構造の小型化が図られ，その結果，本
節で述べたような安全性を考慮した特性の向上が見られた．代表的なものとして，仮想質
量は基準アームと比較して，－38％，顔を考慮した接触許容速度は ＋80％となっている． 
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Fig.7.10 Virtual Mass (Average 2.23kg) 
 
Fig.7.11 Max Velocity (upperarm, Ave.0.85m/s) Fig.7.12 Max Velocity (face, Ave.0.27m/s) 
   
 
 
 
Fig.7.13 Evaluation result (upper arm)  Fig.7.14 Evaluation result (face)  
െ98deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ ൏ 98deg/s 
θ1=0deg, -90deg<θ2<40deg, -150deg<θ3<-10deg, θ1=0deg, -90deg<θ2<40deg, -150deg<θ3<-10deg, 
 െ40deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ ൏ 40deg/s 
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Table 7.3 Simulation Result 
 仮想質量平均 平均接触許容手先速度 接触許容関節速度 
  上腕基準 顔基準 上腕基準 顔基準 
モータ関節配置型
アーム（基準） 
3.57 kg 0.58 m/s 0.15 m/s 52 deg/s 20 deg/s
自重補償アーム 2.23 kg 0.85 m/s 0.27 m/s 98 deg/s 40 deg/s
基準からの比率 62 % 148 % 180 % 182 % 200 % 
 
 
 
Fig.7.15 Simulation Result 
 
  
Fig.7.16 Features of the mechanism and its effect 
3.57
2.23
モータ関節配置型
アーム（基準）
重力補償
アーム
仮想質量平均 [kg]
0.58
0.15
0.85
0.27
上腕基準 顔基準
平均接触許容手先速度[m/s]
モータ関節配置型
アーム（基準）
重力補償
アーム
52
20
98
40
上腕基準 顔基準
接触許容関節速度 [deg/s]
モータ関節配置型
アーム（基準）
重力補償
アーム
仮想質量平均 －38%
許容速度（顔） ＋80%
・シンプルな構成の
３次元重力補償機構
・アクチュエータを
カウンタウエイトとして
利用できる構成
・２段階の重力補償機構
によるコンパクト化
・手先の負荷に応じた
追加の重力補償
質量の低減
モータ低出力化構造の小型化
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7.4 下面支持ハンド搭載アームの質量特性 
下面支持ハンド搭載アームの質量特性の評価は以下の条件において行う． 
・手首のねじり１軸分の関節は固定とする．手先速度への影響が大きい，４軸分の関節を 
動かすものとして行う． 
・プレートおよびそれを支えるリンク部はハンド部と一体とした質量特性で扱う 
・力の作用点はハンドの先端とする．作用点の並進速度を考える． 
今，座標系を Fig.7.17 のように，ＤＨ法で設定し，図のようなリンクパラメータとする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.7.17 Link Parameter 
 
第 j 軸の方向から第 j 軸の方向への回転行列をࡾ࢐࢏とすると，それぞれの回転軸の方向の変換
行列は式(7-11)のように表される． 
ࡾ૚૛ ൌ ܀ܢሺߠଵሻ	܀ܠሺെ90ሻ 
ࡾ૛૜ ൌ ܀ܢሺߠଶ ൅ 90ሻ	       (7-11) 
ࡾ૜૝ ൌ ܀ܢሺߠଷሻ	 
よって各軸の方向ベクトルࢇ࢏をベース座標系で表すと，式(7-12)のようになる． 
ࢇ૚ ൌ ൭
0
0
1
൱ , 		ࢇ૛ ൌ ࡾ૚૛ 	൭
0
0
1
൱ , 										ࢇ૜ ൌ ࡾ૚૛	ࡾ૛૜ 	൭
0
0
1
൱ , ࢇ૝ ൌ ࡾ૚૛	ࡾ૛૜	ࡾ૜૝ 	൭
0
0
1
൱  (7-12) 
各リンクのベース座標系での慣性テンソルはࡵ࢏ [kgm2]それぞれ式(7-22)のように表される． 
  
i ܿ௜[mm] ߙ௜[deg] ݀௜[mm] ߠ௜[deg] 
1 0 0 0 ߠଵ 
2 0 -90 0 ߠଶ-90 
3 190 0 0 ߠଷ 
4 139 0 0 ߠସ 
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ࡵ૚ ൌ ൭
0.00854 0.00085 0.00182
0.00085 0.00238 0.00097
0.00182 0.00097 0.00743
൱ 
ࡵ૛ ൌ ࡾ૚૛ࢀ ൭
0.00126 0.00043 0.00058
0.00043 0.00373 0.00072
0.00058 0.00072 0.00396
൱ࡾ૚૛     (7-13) 
ࡵ૜ ൌ ൫ࡾ૚૛	ࡾ૛૜൯ࢀ ൭
0.00102 0.00034 0.00031
0.00034 0.00187 0.00046
0.00031 0.00046 0.00174
൱ࡾ૚૛	ࡾ૛૜ 
ࡵ૝ ൌ ൫ࡾ૚૛	ࡾ૛૜	ࡾ૜૝൯ࢀ ൭
0.00732 0.00157 0.00132
0.00157 0.03332 0.00326
0.00132 0.00326 0.02817
൱ࡾ૚૛	ࡾ૛૜	ࡾ૜૝ 
関節軸jからリンクiの重心までの位置ベクトルｒܒܑ は式(3-7)で求まり，7.1節と同様にして手
先位置に関する一般化慣性楕円体が求まる．これよりアーム手先の接触方向の仮想質量が
求まる．Fig.7.18に手先位置における仮想質量最大値の分布を示す．なお，２次元平面（ベ
ース座標系のZ-X平面）上で傾向を確認するため，アーム姿勢のߠଵは0とし，ߠଶ，ߠଷ，ߠସを
変えて解析を行った．この分布の平均値をとると，3.51kgとなった．またこの分布を見る
と，手先位置がアーム基部近傍にある場合と，アーム基部から離れた場所にある場合に，
仮想質量が大きくなっていることがわかる．さらに，許容接触エネルギー内での最大速度
の分布をFig.7.19(上腕接触を考慮した場合)，Fig.7.20(顔接触を考慮した場合)に示す．なお，
Fig.7.19の最大速度の平均値は，0.62m/s，Fig.7.20の最大速度の平均値は，0.16m/sであっ
た．以上より求めたアーム接触点の接触方向の速度と仮想質量から，式(2-5)で表される接
触許容エネルギーとの比率ݎாを求めてプロットした結果をFig.7.21，Fig.7.22に示す．なお，
２次元平面（ベース座標系のZ-X平面）上で傾向を確認するため，アーム姿勢のߠଵは0とし，
ߠଶ，ߠଷ，ߠସを変えて解析を行った．Fig.7.21は，上腕接触を基準とした比率あり，Fig.7.22
は，顔接触を基準とした比率である．Fig.7.21は，上腕接触を基準として可動範囲にわたっ
てݎா ൏ 1となる関節速度（ െ 56eg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 56eg/s）を総当りで求め，この速度条件のもと
でݎாをプロットしたものである．また，Fig.7.22は，顔接触を基準として可動範囲にわたっ
てݎா ൏ 1となる関節速度（ െ 20g/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 20g/s）を総当りで求め，この速度条件のもとで
ݎாをプロットしたものである．この分布を見ると，θ2軸から離れるにしたがってエネルギ
ーは大きくなっている．また，θ1軸の影響については，図中のエネルギーの等高線がθ１
軸付近を長軸とした楕円の一部に近い形状となっており，やはり，θ1軸から離れるにつれ
てエネルギーが大きくなっていることがわかる．この関節速度以内で動作させれば，それ
ぞれの接触許容エネルギー以下でアームを駆動できることになる．３章で述べたモータ関
節配置型アームと比較した表をTable 7.3に示す．またこれをグラフにしたものをFig.7.23
に示す．この結果より，下面支持機構アームとモータ関節配置型アームはほぼ質量特性は
それほど変わらないことがわかる．ただし，いろいろな形状の食器が持てるように機構を
工夫しており，それにも関わらす同程度の質量特性となっているのは価値があると考えら
れる． 
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Fig.7.18 Virtual Mass (Average 3.51kg) 
  
Fig.7.19 Max Velocity (upperarm, Ave.0.62m/s) Fig.7.20 Max Velocity (face, Ave.0.16m/s) 
 
 
 
 
Fig.7.21 Evaluation result (upper arm)  Fig.7.22 Evaluation result (face)  
θ1=0deg, 0deg<θ2<90deg, 0deg<θ3<90deg,
 0deg<θ4<90deg, 
െ58deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 58deg/s 
θ1=0deg, 0deg<θ2<90deg, 0deg<θ3<90deg, 
 0deg<θ4<90deg, 
െ20deg/s ൏ ߠሶଵ, ߠሶଶ, ߠሶଷ, ߠሶସ ൏ 20deg/s 
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Table 7.4 Simulation Result 
 仮想質量平均 平均接触許容手先速度 接触許容関節速度 
  上腕基準 顔基準 上腕基準 顔基準 
モータ関節配置型
アーム（基準） 
3.57 kg 0.58 m/s 0.15 m/s 52 deg/s 20 deg/s
下面支持ハンド 
搭載アーム 
3.51 kg 0.62 m/s 0.16 m/s 56 deg/s 20 deg/s
基準からの比率 98 % 107 % 107 % 108 % 100 % 
 
   
 
Fig.7.23  Simulation Result 
 
Fig.7.24に各機構の効果とそれによる安全性を考慮した特性向上結果の関係を示す．各機
構の効果により，質量の低減，モータの低出力化，構造の小型化が図られ，その結果，本
節で述べたような安全性を考慮した特性については基準アームと比較して，仮想質量は 
－2％，顔を考慮した接触許容速度は＋7％とあまり変わらなかった．ただし，機構を追加
にも関わらす同程度の質量特性となっているのは価値があると考えられる． 
 
3.57 3.51
モータ関節配置型
アーム（基準）
下面支持ハンド
搭載アーム
仮想質量平均 [kg]
0.58
0.15
0.62
0.16
上腕基準 顔基準
平均接触許容手先速度[m/s]
モータ関節配置型
アーム（基準）
下面支持ハンド
52
20
56
20
上腕基準 顔基準
接触許容関節速度 [deg/s]
モータ関節配置型
アーム（基準）
下面支持ハンド
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Fig.7.24 Features of the mechanism and its effect 
 
7.5 各アームの質量特性比較 
 本章では，第４章から第６章まで述べてきたワイヤ駆動アーム，重力補償アーム，下面
支持機構搭載アームの３種類の新しいアーム機構の安全に関する質量特性を２章の方法で
評価し，可動範囲における仮想質量の分布，接触時の許容エネルギー以下になる手先速度
の分布，関節速度基準での接触時の伝達エネルギーの分布について検証した．すべての結
果をまとめた表を Table 7.4 に示す．またこれをグラフにしたものを Fig.7.25 に示す．この
結果より，第３章で述べた従来のモータ関節配置型アームと比較して，ワイヤ駆動アーム
と重力補償アームでは仮想質量が小さくなり，手先最大速度，関節速度は大きくなること
を確認し，質量特性の向上の度合いが分かった．特に，目標としていた顔接触基準の平均
速度 0.25m/s 以上を達成することができている．下面支持機構搭載アームについては，モ
ータ関節配置型アームとほぼ同じ仮想質量，最大速度であることを確認し，いろいろな形
状の食器が持てるように機構を工夫しており，それにも関わらす同程度の質量特性となっ
ているのは価値があると考えられる． 
このように提案した安全性に関する質量特性の評価は，アームの質量分布さえ分かれば
様々な新しいアーム機構に適用でき，汎用性が高い手法である． 
 
Table 7.5 Simulation Result of All Arms 
 
仮想質量平均 －2%
許容速度（顔） ＋7%
・下面支持ハンド
・アームの途中から
リンクを分岐する構造
・干渉駆動機構
質量の低減
モータ低出力化構造の小型化
仮想質量平均 平均接触許容手先速度 接触許容関節速度
上腕基準 顔基準 上腕基準 顔基準
モータ関節配置型
アーム 3.57 kg 0.58 m/s 0.15 m/s 52 deg/s 20 deg/s
ワイヤ駆動アーム 2.29 kg(64%)
0.85 m/s
(149%)
0.26 m/s
(173%)
78 deg/s
(156%)
30 deg/s
(157%)
自重補償アーム 2.23 kg(62%)
0.86 m/s
(148%)
0.27 m/s
(180%)
98 deg/s
(182%)
40 deg/s
(200%)
下面支持ハンド
搭載アーム
3.51 kg
(98%)
0.62m/s
(107%)
0.16 m/s
(107%)
56 deg/s
(108%)
20 deg/s
(100%)
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Fig.7.25  Simulation Result of All Arms 
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モータ関節配置型
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ワイヤ駆動
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0.26
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モータ関節配置型
アーム（基準）
ワイヤ駆動
アーム
重力補償
アーム
下面支持ハンド
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78
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上腕基準 顔基準
接触許容関節速度 [deg/s]
モータ関節配置型
アーム（基準）
ワイヤ駆動
アーム
重力補償
アーム
下面支持ハンド
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第８章 結論と今後の展望 
 
8.1 結論 
 本研究では，生活空間で用いることのできるアームを実用化するための機構要素の提案
および，それらを搭載したアームの安全性に関する質量特性を統一的に評価できる手法の
提案を行った．機構要素の提案においては，機構に限らず様々な対策を統合的に行ってい
く必要はあるが，本研究ではアーム基本設計に関わる部分が比較的大きい，質量系の軽減
アクチュエータの低出力化および構造の小型化を目的とした機構を提案し，評価を行なっ
た．さらに，サービスロボットへの適用を考えて，実際に我々が開発した生活空間内で動
く移動ロボットにも搭載できるアーム，机の上等にある物を持ち上げる，置くことのでき
るアームをコンセプトとした機構とした．アームの安全性評価手法の提案においては，安
全機構をアームに取り込んでいき，またロボットの特性を的確に把握することを目的とし，
痛覚耐性に基づく接触許容エネルギー基準を拡張して様々な機構，自由度のアームに対応
できるように質量特性を求めていく手法とした．以下，それぞれの章の内容の詳細につい
てまとめる． 
第２章ではロボットアーム機構の安全に関する評価手法を提案するため，ロボットアー
ムの安全に関する国際規格の動向を整理し，ISO/TS15066 で提案されている手法を応用し
た接触エネルギーの評価手法を提案した．これは，アームの質量特性を元に接触点におけ
る仮想質量を算出し，接触部位を考慮した換算質量に変換，接触伝達エネルギーを求め，
各部位毎の許容エネルギーを超えるかどうかを基準とするものである．アーム手先位置に
よる仮想質量の分布から，接触時の危険度の分布がわかり，その位置で出せる手先最大速
度も算出できる．さらに，関節速度と伝達エネルギーの関係も求めることができる． 
第３章ではアームの安全に関する質量特性の基準とし，新規アーム機構提案のための基
準とする，モータ関節配置型アームの開発および評価について述べた．このアームはモー
タを各関節に配置した標準的なタイプのアームであり，家庭内での軽作業実現のための移
動ロボット搭載用アームである．このアームの概要について述べ，機能および２章で述べ
た質量特性の評価を行い，人の傍でピックアンドプレイス作業を行うための問題点を定量
的に把握した. これをもとに次章以降の新規アーム機構提案の設計方針を策定した． 
第４章では，人間共存ロボットのための軽量ワイヤ駆動アーム開発における，機構構成，
ワイヤ張力自動調整機構および，トルク補償制御について述べた．アクチュエータを基部
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に配置し，ワイヤ経路の工夫，独自のテンショナー機構等の独自機構による，質量の低減
と構造の小型化を実現し，さらに，オフセット関節によるリンク長減による構造の小型化
を独自の機構で実現した．特に，モータの近くに配置でき，アクチュエータを必要としな
い，ワイヤ張力自動調整機構を提案し，実験によりワイヤの張力を自動的に調整できるこ
とを確認した．これにより，テンショナーの小型化および，ワイヤのメンテナンス性の向
上を実現した． 
第５章では，３次元重力補償機構の原理，これを用いたの軽量安全アーム設計試作，評
価について述べた．本重力補償機構はパンタグラフ機構を用い，カウンタウエイトとして
関節駆動アクチュエータを用いることで，全体の質量を小さくできる．さらに，パンタグ
ラフ機構全体を根元で回転させ，モーメントを釣り合せるようにカウンタウエイトを配置
することで，３次元の重力補償を実現できる．これを実現するためのリンク長や重心位置
等の関係を導出した．また，ワイヤを用いて補償力を付加する機構を構成することによっ
て，アーム全体をできるだけコンパクトになるようにした．設計製作したアームの関節ト
ルクシミュレーションから，従来の重力補償なしのアームに対して 15%から 25%の関節ト
ルクでアームを構成できることを確認した．また，関節トルク計測実験を行い，シミュレ
ーション結果とほぼ同程度の値および傾向を示しており，自重補償機構の効果およびシミ
ュレーション方法，結果の妥当性が確認できた．さらに，補償力調整機構により，手先負
荷に応じた補償力制御を行うことによって，各関節で必要なトルクを減らし，関節駆動モ
ータの小型化が実現できることが分かった． 
第６章では，ハンド機構に着目し，食器類を安定把持することのできるハンド機構，お
よびアームシステムの設計について述べた．把持対象の下に板を滑り込ませる本機構の特
徴により，簡易な機構および制御で食器として用いる様々な形状の物体を安定に把持でき
ることを解析および実験により確認した．さらに，大きなアクチュエータを用いることな
く，また，モータをアームの根元に配置した干渉駆動機構の採用により，所望の可搬重量
を実現する食器ハンドリングシステムの設計試作を行い，把持実験から本機構の有効性を
確認した．  
また，第７章ではまず，第４章から第６章で提案したアームの機構と安全性に関する機
構的対策（質量の低減，モータ低出力化，構造の小型化）についての評価をまとめ，ワイ
ヤ駆動アームは，可動部質量－70%を達成し，質量の低減効果が最大であり，重力補償アー
ムは，静止時に必要な最大トルク-90%を達成し，モータの低出力化効果が最大であった．
下面支持ハンド搭載アームについては，トレイなどの大型把持対象物を把持するために双
腕化せずに単腕での把持を可能としたことにより，構造の小型化の効果があった． 
さらに，各アーム機構の安全に関する質量特性を２章の方法で評価し，可動範囲におけ
る接触時の伝達エネルギーの分布および安全な速度について検証した．そして，Table7.4 で
示したように，第３章で述べた従来のモータ関節配置型アームと比較して，ワイヤ駆動ア
ームでは顔基準の接触許容速度が速度約 1.7 倍となり，目標である，0.25 m/s を上回る速
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度とすることができた．また，重力補償アームでは顔基準の接触許容速度が速度約 1.7 倍と
なり，目標である，0.25 m/s を上回る速度とすることができた．下面支持機構搭載アーム
については，従来のモータ関節配置型アームとほぼ同じ仮想質量，接触許容速度速度であ
ることを確認した．しかし様々な形状の食器が持てるように機構を工夫しており，それに
も関わらす同程度の質量特性となっているのは価値があると考えられる． 
このように提案した安全性に関する質量特性の評価は，質量分布さえ分かれば様々な新
しいアーム機構に適用でき，汎用性が高い手法である． 
 
 
8.2 今後の課題と展望 
 今後の課題としては，本評価手法は，質量特性に注目しているが，接触面積や接触面の
粘弾性係数も取り込むことが考えられる．つまり，表面形状から接触面積に関するパラメ
ータを算出し，さらに，接触面の材質から粘弾性係数に関するパラメータを算出し，接触
伝達エネルギーを求めるために利用する．また，アーム手先以外でも例えば，「肘」にあた
る部分など，アーム全体を評価できるように拡張していく必要がある．さらには，できる
だけ接触伝達エネルギーが低い可動領域でアームを動かしたり，接触伝達エネルギーが高
い可動範囲では速度を落とすなどの軌道制御の組込みが考えられる． 
 また，今回の解析は概略の傾向を把握するため，２次元平面にあるアーム姿勢で行った
ため，より詳細な傾向を把握する場合は３次元のアーム姿勢での仮想質量の解析を行う必
要がある． 
 さらに，アームを移動ロボットに搭載した場合のロボット全体の系で考えた場合の仮想
質量や接触許容速度速度を算出することにより，より多くのロボットに適用できる． 
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